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午前１０時開議 

○議長（生田目久夫君） ご報告いたします。 

 ただいま出席議員は６０名でございます。 

 便宜欠席議員の氏名を申し上げますから，ご了承を願います。１０番石山良春君，４０番   

山本昌君，４５番高木将君，５３番斎藤三郎君，６７番木村徳二君，６８番藤田五郎君，以上６

名であります。 

 よって，定足数に達しております。 

 直ちに本会議を開きます。 

            ──────────────────― 

○議長（生田目久夫君） 本日の議事日程は，お手元に配付いたしました議事日程表のとおりと

いたします。 

            ──────────────────― 

 日程第１ 一般質問 
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○議長（生田目久夫君） 日程第１，一般質問を行います。 

 通告順に発言を許します。 

 ２６番立原正一君の発言を許します。 

〔２６番 立原正一君登壇〕 

○２６番（立原正一君） ２６番立原正一でございます。通告順に，私見と既報告を引用いたし

まして，一般質問をいたします。 

 国政の動きは，若い者が良い，政変のときである等が言われておりましたが，若い者の行動に

しっかりした意見のできる先輩がいなく，大切な予算審議もせずに，むだ，時間の浪費をした等

が言われております。当市においても，私たちの先輩が多くの苦難を必死にくぐり抜けて，昭和

の合併では，広く住民の声を大切に，地域平等を基本考慮として小選挙区割政策をとり，今日前

の常陸太田市を構築されてきました。 

 しかし，戦後６１年に入った近年の当市を振り返りますと，合併時の伊村安四郎常陸太田市長，

岡部辰雄市長，西野正吉市長，宮田重文市長，武藤彬市長，渡辺龍一市長，大久保太一市長と，

昭和の合併から７番目の指導者であります。前任の市長さんは，公約で日本一の常陸太田市にす

ると言われました。４期目の平成１６年１２月１日付，広域１市１町２村の編入合併成立にしん

夕を問わずのご精勤をされ，その過程で身体健康に不振を帰して，任期満了前に辞職されました

ことはご案内のとおりであります。その後，前任市長を支えてきた栗田助役が辞退をされまして

の初議会でありました。 

 既にご承知のように，２日目，議長が開会宣言後，即時に暫時休憩を宣言し，議場に招集した

関係職員と議会運営委員を除く議員を待たせての議会運営委員会を開催しました。この事象を確

認したところ，定例会提出案件の正誤表６件──条例改正４件，活字改正２件──の発行にあっ

たとのことであります。 

 開始冒頭での市長謝罪と，頭下，頭を下げましたことにはいたし方ありませんが，市長になっ

て既に２回目であります。何か国政のどこかの党に類似しているかに思われます。仕事をするの

は職員であります。大久保市長に頭を下げさせる職員はいないはずであります。企業は，トップ

が頭を下げるときには，原因者の姿は見えませんね。大久保市長を擁護するほどではありません

が，わずかではありましたが同僚議員として熱く語った仲間でありましたから，チェック側から

運営には入ったが，壁が厚く，着席できずにいるのかなと，対面していて気の毒であると，同僚

議員とも話しております。トップは常に単身赴任であることを身にしみている大久保市長でござ

いますから，必ずや頑張り抜いていただけるものとご信頼を申し上げまして，質問に入ります。 

 初めに，１，平成１８年度施政方針全般について。 

 施政方針配付を，議長を介しまして，議会開会前にとお願いしておきました。しかし，期待を

しておりましたが，当日配付で前任者と何も変わっていなく，気落ちをしております。関係部署

の動向におくれがあったものと，独自に理解しております。読まれた内容を聞いておりましたが，

流れは前任者に類似しており，企業経験者としては具体策に乏しく，リップサービスが多い感じ

に受け取りました。午前中に報告を受け，質問は午後に調整をさせてほしいとのことでありまし
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て，私自身，理解も浅いところから，愚問に等しいと思われるならお許しを賜りまして，全体の

中から５つをまとめ，お伺いをいたします。 

 １つ，ページ２上段にあります，「今後，更に一層，真に地方自らが政策を実行できる改革を望

むものであります」と記載されておりますが，これは，市長みずからがまとめた方針文章である

と考えます。私自身も，表現事由を考察するときの仕法として使わせていただく場合があります

ので，鮮明とは申しませんが，わかります。しかし，直感として疑義を持つ人がおりますので，

わかりやすく，具体的にどこに何を言おうとしているのかを伺います。 

 ２つ，ページ２からページ３に，今年度の予算編成概要を述べた，その結び部で，「なお一層の

市民福祉向上のために様々な事業を行ってまいります」とあります。この「様々な事業」の中に

はどのようなものが入っておるのか伺います。 

 ３つ，ページ４上段に，地方財政計画の厳しさを述べられております。これらの影響を受ける

当市の現状はどのようになるのかについて伺います。 

 ４つ，ページ６中段上に，老人福祉事業が述べられております中に各種事業が述べられており，

「在宅介護支援センター事業などを統合・再編し，介護予防事業などに取り組んでまいります」

とあります。どこをどのようにするのか，具体的内容を伺います。 

 ５つ，ページ１３，農業政策について述べております中に，「平成１９年度から品目横断的経営

安定対策などの導入が計画されており，農政の大きな転換が図られることになります。このため，

担い手育成・新たな農業政策に対応した集落営農の取り組みを進めてまいりますとともに」と記

載されております。この集落営農の具体的内容を伺います。 

 次に，２，平成１８年度予算編成についてでございます。 

 私，これまでに予算及び決算特別委員会に属し，その目的にのっとり，審議をさせていただき

ました。予算審査に当たっては，決算の反省を予算に反映されているか，また，自主財源がなく，

税収ほか歳入源が乏しく，特に歳出においてはむだの排除に力点を置き，財政確保を主体的に審

査をし，質疑をしてきたと記憶を新たにしております。 

 市長はチェックする側に席を置き，財政確保の厳しい状況下に言われることは，入るをはかっ

て出るを制すの精神で，経費節減に創意工夫をこらし，真に効果のある事業への投資を考慮した

予算編成を要望していたと記憶をしております。今年度予算額は，チェック側にいて精神を言っ

ていた自分みずからが考えて，組み込んだ額面であります。 

 そこで１つ，指針を出したご本人としては，どこに力点を置きましたかをお伺いします。 

 ２つ，その評価点をマックス１００点とした場合に，何点に評価しているのかを伺います。 

 次，３，茨城県合併市町村幹線道路緊急整備支援事業についてでございます。 

 茨城県は，今年の２月２４日，合併後の新市町の均衡ある発展を図るため制度化している合併

市町村幹線道路緊急整備支援事業で，古河市の筑西幹線道路，橋りょう等，県南西自治体の発表

がありました。昨々年の合併式典での橋本昌知事の祝辞の中に，幹線道路の建設には支援をして

いくという談話をされまして，それを記憶しておりますが，当市の支援実情はどのように推進を

されているのかを伺います。 
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 次に，４，平成１８年度職員採用についてでございます。 

 私，９月定例議会で，市長に職員の定数削減と新規採用についてを質問したときの答弁は，「前

年度，前々年度は，職員削減を踏まえて，採用努力をしてまいりました。職員構成年齢の断層を

つくるということはいかがなものかと考えて，削減はいたしますが，必要人員として３名選定を

いたしました」と言われましたが，既に採用は完了しているものと承知をしておりますが，実行

人数としてどのようになっておりますか，お伺いをいたします。 

 次，５，職員の定員管理の適正化について。 

 大久保市長指導下といいましょうか，市長が委嘱する１５名の委員構成，基本は，新市の一体

性，市全体の総合計画になることであるとした１５名の英知の集大成書の常陸太田市行政改革大

綱が，過日の市議会議員の全員協議会の席で配付されました。 

 総務部長のご説明では，平成１７年８月中旬より行動を開始して，平成１８年１月６日開催の

本部会議で，満場一致で承認をされたものであると。また，審議委員を，今回は初めての一般公

募による委員を募集して，厳正なる書類審査等により，学識経験者を含む外部からの見識者２人

に入っていただき，今後の常陸太田市のあるべき姿勢，目指す市政のありようについて意見をい

ただき，議論をしていただいた成果であると，私自身，明確ではないんですが，疑問もあります

中で，そのように聞いた記憶を持っております。 

 配付説明後に，議長より何か質問がないかとの問いに，二，三項目を質疑して，定例本会議で

改めて質疑をしますと言っておきましたものですから，多くは同僚議員がおりますので，私は，

その中の何点かを確認させていただきます。 

 １つ，平成１７年度から２１年度の５年間に，現在職員数７６０人を，１0.７％，８１人を減

員し，職員数６７９人以内とするとあります。この理由は何か。内容を含めて，わかりやすい答

弁をお願いいたします。お伺いをいたします。 

 ２つ，当市職員数の適正化は何人と算出しているのか。また，算出基準，その根拠についてお

伺いいたします。 

 次に，６，嘱託職員の削減についてでございます。 

 市役所には正規職員がおりますことは，ご承知のとおりであります。前段でも申し上げました

が，行政改革大綱でも職員数の適正化を取り上げております。皆様よくご承知と考えますが，２

００１年１０月，市町村合併をしない町を宣言し，また，住民の人権を行政として守護確保する

として，国への住基ネットに接続しない施策もとりました。近隣自治体矢祭町の根本町長の発し

た施策を伺いましたのをまとめましたものですから，その中をご紹介したいと思います。 

 特別職員の削減による人件費の支出減を図ったとの項目があり，中身の一部を申し上げますと，

１つ，町長の報酬の削減。月額７７万円を５３万，マイナス２４万円として，年間に３００万円

減額をした。２つ，嘱託職員の削減。３６人を６人，マイナス３０人として，年間に 8,１００万

円減額をした。３つ，職員を大幅に削減したが，給与は下げなかった。なぜなら，職員は住民の

ために英知を出して働く人であるからと言われました。そして，追伸といたしまして，町長自身

は，使い切れないお金は不要と考えていますと。また，働かない人には報酬・給与の支払いはい
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かがなものですかと結ばれました。 

 私，企業人として，指導を受け，勉強して，人員定数と人件費，予算にかかわってきており，

特に入るをはかり出るを制すの精神は常識でありますから，職員の中にはよく思わない方もいた

と承知をしております。しかし，昨今は，私の言ってきた「お金は大事なもの，大切にしなきゃ

なりません」ということに耳を傾ける方もいるとも聞こえますので，言い続けてよかったと，心

になごみを感じております。市長は，私より痛切に感じておるわけですから，ご期待しておりま

すので，思い切った行動と職員の指導をしていただき，結果を効果として住民の生活向上に寄与

していただくことを申し上げ，お伺いをいたします。 

 次に，７，少子化対策について。 

 本件については，以前から同僚議員からの質疑・質問にも，すばらしいから子供誕生に頑張る

かとの声の出る施策はないと言っても過言ではないと考えるのは，全市民の総意であります。現

時点の我が国の出生率は 1.９２％，低下傾向にあります。本年度国家予算で，少子化に対する費

用予算額は１兆５８０億円，実質１兆５７９億円を編成したと言われております。これは，端的

に，本年度の予算総額は約８０兆円と言われておりますから，対予算比率は約 1.３％であります。 

 少子化対策は，お金で対策できるものではないとも考えます。安心安全面にも影響することを

考えます。また，前段での矢祭町では，少子化対策推進として，第三子誕生に対し１００万円を

支出しており，該当したお母さんは「この地にお嫁に来てよかった」と，また，そのお友達等も

「もっと頑張るぞ」と言っている等の話がされました。そこで１つ，当市の少子化対策推進の具

体的施策について伺います。 

 また，私，少子化対策はお金ばかりではないと指摘しましたが，現時点の出産にかかわる国立

病院の費用は，３４万円と聞いております。公費負担は３０万から３５万としたことも聞いてお

ります。私立病院は至れり尽くせりで，高額であるとも聞いております。２つ，第三子誕生に対

して，１００万円の支出のお考えについてお伺いいたします。 

 次に，８，里川西部県営圃場整備完了地区土地利用について。 

 本地区の国道３４９号バイパスを整備した圃場整備事業は，昭和末年度には工事完了しました

が，一部地区地権者の面積トラブルとも言われての法廷争議へと走り，平成元年ごろから１６年

夏ごろまでの１６年間は，常陸太田市にとっては新商店街地区の活性の芽をつまれたも過言では

ないとは，地区住民の総意であると思います。真相を一言で申し上げれば，本地区は，平成元年

度に実施された新商業集積等構想は，低迷する常陸太田市商業の活性化を図るため，既存の都市

商業集積との有機的連携を図りながら，ロードサイドに新たな商業集積地を形成し，あわせて街

全体の振興に寄与しようとする基本構想，交流マーケットタウンぱせおが持ち上がり，エキサイ

ティングな都市的雰囲気の中にも，人々が交流し，新たな発見を通し，コミュニティを深めあえ

るよう，まちづくりを基本としておいた内容でございます。モール街の整備計画がありましたの

は，１６年間も法廷闘争で，その時期を失ってしまったものであります。 

 もう少し明細に言うならば，東海駅隣接に完成しているジャスコ店舗とかわねやグループの２

核１モールですね，当市の商店主を店としましたモール街の大型商店，商業店舗が消えてしまっ
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た大きな損失でありました。争議法廷の支援者はもとより，当市の首長及び行政職員，議会議員

の動向には大きな責任があったと，重く感じております。そこで１つ，１６年ぶりに解決し，本

登記が完了しましたことから，市街化地への線引きの見直しと土地利用について伺います。 

 次に，９，産業廃棄物違法焼却及び不法投棄について。 

 私，以前から指摘し，撤退の要請をしておりました真弓町の２カ所，田渡町，町屋町の山中，

瑞竜町の焼却所の現状についてと，高貫山中への不法投棄の現状及び新しく大森町丹奈団地北側

市道０１１４号線側下方に穴を掘り，道路の掘削コンクリート片状を埋設しているとの情報があ

り，その地域からは市役所へも届けているとの連絡を受けておりますが，それぞれの現状と改善

策についてお伺いいたします。 

 次に，１０番，県道日立笠間線の推進動向について。 

 私，以前から伺い，提案をしておりましたので，特に今回，保健センターの解体が浮上してい

るが，また，四季の丘団地の通過に伴う反対運動の結末等，多くの問題が出ておりました。その

後の推進現状についてお伺いいたします。 

 次に１１，常陸太田市台地商店会への核施設設置についてでございます。 

 私は，当市台地の商店会の現状を見聞，考えたときに，鯨ケ丘の明かりを消してはいけないと

訴えて議会議員に登壇して以来，鯨ケ丘商店街の存続活性の思考策について，質疑・提言を重ね

てきましたが，行政として商店会の前面には立てない，また，商店主のやる気に限界が来ている，

商工会と話し合いできるものから推進を図っていくと言いつつ，日々明かりが消えて，現在，駐

車場がふえてきておりますことは，皆さんご承知のとおりであります。 

 私は，以前から提案しております台地への核施設，これに含むものは，展望台つきの食事どこ

ろ，宿泊施設，安価生鮮食品の販売所――安く売れる生鮮食品の販売所，金融・医療施設，市民

行政の利用可能の部署の設置等を含めて，その核たるものを設置していただき，夜間の人口増を

図る必要があります。市長に伺います。 

 次に，１２，常陸太田市の学習塾の現状について。 

 私が，勤労現役時代に，当市の青少年健全育成常陸太田市民の会設立当時の昭和５０年から６

０年代には，習字，そろばん，英語塾くらいと認識をしておりましたが，昨今の新聞広告を見ま

すと，東京都心で見る広告紙等も見られますが，現状はどのようになっておりますか。詳細を伺

います。 

 また，私たちが子供育成時は，先生から，習字・そろばん，これは習わないと上手にはならな

いが，教科については，学校に来て先生の話をよく聞いていれば，学習塾に通わなくても心配が

ないと言われておりました。学校での勉強との関係に何も影響ないのか，教育長にお伺いをいた

します。 

 次に，１３，公共事業の全一般競争入札制度化について。 

 契約については，長の執行権に基づき，一般競争入札，指名競争入札，随意契約，または競り

売りによって締結されるものがあると承知をしております。私，公共事業の契約・落札について

は時々に伺っておりますが，昨今問われました業者からの所見によりますと，指名業者をしてい
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るが，なかなか指名がかからないと言われております。当市の入札システムはどのようになって

いるのか伺います。 

 また，所見にあることが事実なのか。事実とすれば，すべてを公開して，平等に一般競争入札

制度化にすべきと考えまして，お伺いいたします。 

 次に，１４，財政の健全化について。 

 私は，当市行政の財政について常に指摘し，むだの排除から税収は上がらず，取れるところを

あぶり出しても，税率をかけて取るべきであるとして，特に西山の里桃源駐車場の有料化につい

ては，今から３代前の武藤市長時代に有料化しており，唯一の自主財源としていたが，渡辺市長

になった途端に無料化として，そのツケを地方交付税に依存して，今日に至っております。 

 私，議員の席をいただいてから，茨城県の統計を基準に，当市は茨城県市圏内で，少子高齢化

最上位にあり，財政力指数は最下位，笠間市はブービーであるとして，常に補助金等は新芽を出

すもの，根ぐされを起こしてはいけないと質疑・質問等をしてきたと，自負をいたしております。 

 今回は，財政健全の目安である，１，当市の基礎的財政収支，これは，皆さんご承知のプライ

マリーバランスでございます。これを平成元年から平成１７年度までをお伺いしたいと思います。 

 次に，２つ目でございますが，三位一体改革の影響での収入減の穴埋めとして，市債の発行と

残高の動向。 

 ３つ，自主財源が乏しく，依存財源に頼る地方交付税の動向の３つの項目についてを，市長に

お伺いいたします。 

 そこで１つ，当市のプライマリーバランスと市債発行額推移をグラフ表示して提出をしていた

だき，住民に対し，当市の現況と評価をお伺いいたします。 

 ２つ，市債残高，公債費の動向，今後の見通しについて。平成１６年，１７年，１８年につい

てをお伺いいたします。ちなみに，茨城県の県債残高は，平成１８年度末には過去最大の１兆 6,

９６１億円に膨れ上がる見込み。また，県では，近年は公共事業の縮減などで県債の発行を抑制

しているため，県債残高，公債費とも，ここ二，三年をピークに減少に転じる見通しになってき

たと言われております。 

 ３つ，地方交付税の動向について。これは，当市のように依存財源の自治体にとっては，市税

収入に次ぐ財政の柱であります。しかし，一連の三位一体の改革での影響で減額されていること

から，当市の動向に危機感を持ちまして，現状についてお伺いするわけでございます。ちなみに

茨城県は，平成１５年度当時 2,８０７億円あったのが，平成１８年度の当初予算では 1,８６９億

円，マイナス９３８億円にまで落ち込んだと言われております。また，三位一体改革は，近く第

２期スタートをするが，政府部内には，地方交付税の一層の削減を目指す動きもあることから，

当市のますます厳しくなる現状を伺います。 

 以上で第１回の質問を終わります。 

○議長（生田目久夫君） 答弁を求めます。市長。 

〔市長 大久保太一君登壇〕 

○市長（大久保太一君） 立原議員から１４項目にわたりましてのご質疑がございました。私の



 ８７

方からは，施政方針全般についてのご質問，さらに，平成１８年度予算編成について，後の方で

出てまいりました常陸太田市の台地商店会への核となる施設について，さらに，財政の健全化に

ついてをお答え申し上げ，その余の質問に対しましては，担当部長からご答弁を申し上げること

とさせていただきます。 

 まず最初に，施政方針に関してでございますが，２ページ目に表現をいたしました「今後，更

に一層，真に地方自らが政策を実行できる改革を望むものであります」ということについて，だ

れに向かって，どういう意味なのかというご質問でございます。 

 ご案内のとおり，現在，国におきましては，地方分権の実現に向けまして，三位一体の改革が

進められてきております。現状は，国庫補助負担金の廃止・縮減に見合います税源移譲がなされ

ておらない状況だというふうに認識をいたしております。また，地方交付税が削減されているこ

とも，ご案内のとおりでございます。地方にとりましては，極めて厳しい地方財政運営を余儀な

くされている現状下にございますので，国においては，地方自治体が住民に対して責任を持って，

自立した行財政の運営ができる改革を望むと，そういう趣旨でございます。なお，地方６団体に

おきましても，地方税源の充実強化，地方交付税総額の確保，国庫補助金負担金改革等について

要請をしているところでございます。 

 ２点目に，施政方針の中の３ページに記しました「なお一層の市民福祉の向上」について，具

体策はどうかというお尋ねでございますが，これは，施政方針の５ページ以降にその内容を記し

てございますので，繰り返すことは割愛をさせていただきますが，ご参照をいただきたいという

ふうに思います。 

 次に，同じく施政方針の４ページに，地方財政計画の規模云々ということで，当市への影響は

いかがかというお尋ねでございます。さきに，予算の内示のときにもご説明を申し上げたかと思

いますが，今，三位一体の改革の中で地方交付税，当市にとりましては，平成１６年，１７年，

１８年の３カ年で１４億 8,０００万円を減額ということでございます。補助金の削減，税源の移

譲は，ほとんど見合いの数字でございますが，単年度の事業でございます補助金については，正

確に比較することが不可能でございます。そういう意味では，先ほど申し上げましたように，補

助金，それから税源移譲についてはほぼ同額というふうに，今，見ているところであります。問

題は地方交付税１４億 8,０００万円の減額でございます。さらに，今回の平成１８年度の当初予

算での地方交付税と，平成１７年度の当初予算での地方交付税の減額を比較いたしますと１億 9,

０００万円。これが，１７年度に比較し，１８年度は減っている状況でございます。 

 さらに，臨時財政対策債につきましては，同様の比較において，8,０００万円の減額というこ

とでございまして，合わせまして２億 7,０００万円が１７年度，１８年度の１年間で減額をされ

ているという状況でございます。 

 次に，在宅介護等につきまして，統合・再編し，介護予防事業にどのように取り組んでいくの

かというご質問にお答えをしたいと思います。 

 平成１８年度から，老人保健事業が改正されまして，従来から実施しております機能訓練，訪

問指導，さらには健康相談等の事業対象年齢が，従来は６５歳以上まで含んでおりましたが，こ
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れが，１８年度から，その対象年齢が４０歳から６４歳までということに１つ見直されます。さ

らに，６５歳以上の高齢者を対象に，これまで実施してきました老人保健事業と介護予防地域支

え合い事業及び在宅介護支援センターの一部の事業，こういうものを統合いたしまして，６５歳

以上の方に対しましては，介護保険制度に位置づけまして，地域支援事業として特定高齢者――

この方は虚弱な高齢者の方でございます――，一般高齢者等を対象に，介護予防として再編をし

ていくわけでございます。 

 内容といたしましては，機能訓練，訪問指導，栄養改善等の事業を取り組みまして，また，高

齢者を総合的に支えていくための機関として地域包括支援センターを設置いたしまして，介護予

防に重点を置いて進めていくという内容でございます。内容等につきましては，十数項目にわた

りましてございますが，これにつきましては割愛をさせていただきたいというふうに思います。 

 次に，農業政策に対しまして，集落営農の取り組みをどう進めていくんだというご質問がござ

いました。議員ご案内のとおり，今，１９年産農作物から，品目横断的経営安定対策の方向への

施行がされるわけでございます。これを受けまして，今，方向的には，個人でやっている方につ

いては，認定農業者としてその対象面積を４町歩以上，それから，法人的な担い手としては，そ

の対象面積を２０町歩以上ということで，それらの要件を満たした農業者に対してこれからの農

業補助事業は進めると，大きく言いますとそういう変換が図られます。 

 なお，特例措置等もございますが，この際割愛をさせていただきまして，これらを受けまして，

前々より私自身も申し上げておりました，これからの農業の高齢化の実態を考えましたときに，

集落営農の組織編成ということがどうしても必要な状況下にあると思います。今，太田市内には，

この該当する集落営農団体が約１０団体ありまして，その組織について，まずはそれぞれの地域

のモデルとして，これらをしっかりとした経営安定対策を計画しながら，指導していきたいとい

うふうに思います。 

 なお，今，大きな農業政策の転換が図られる時期でございますので，これまでのように，行政，

あるいは農協，あるいは普及センターとが個々にやっている時代ではないというふうに判断をい

たしまして，行政，農協，それに普及センター等の絡みの中で，担い手の育成事業として，集落

営農もその一環として，これをきちっと進めていこうというふうに考えまして，組織等につきま

しても，ただいまそれを検討しているところでございます。 

 次に，１１番目にご質問のございました，常陸太田市台地商店会への核となる施設等について

であります。議員ご案内のとおり，この……。 

 失礼しました。平成１８年度の予算編成について，２番目にご質問がございました。そのこと

からご答弁申し上げます。 

 当初予算編成に当たりまして，力を入れた点というご質問でございます。先ほど来申し上げて

おりますように，この財政の非常に厳しい中でございます。そのことを念頭に置きまして，歳入

につきましては，新たな財源といたしまして，汚水処理施設整備交付金，まちづくり交付金，ま

ちづくり交付金事業債，さらには地域再生事業債などを計上いたしました。また，合併メリット

であります合併特例事業債，あるいは合併市町村補助金，さらには合併特例交付金などを増額計
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上いたしまして，普通交付税や特別交付税にも，合併に関する財政需要を見込んで，これらを含

めて計上をしたところでございます。 

 さらに，土地開発公社の財産を活用するなどいたしまして，基金の取り崩しを最小限に抑える

一方で，市債の計上に当たりましては，将来の財政負担を考慮いたしまして，償還の際に交付税

措置の高い市債を選択するなどをして，財源の捻出に当たったところでございます。 

 さらには，これまでも１７年度１１億 5,０００万円の特別交付税等をいただいておりますが，

これらにつきましても，できるだけ多くの額を適用していただくように，総務省等に対しまして

も要請をしてまいったところでありまして，その額につきましては，約９億円を今回の予算の中

に組み込ませていただきました。 

 歳出につきましては，定員適正化計画に基づきます職員数の減によります職員給与，さらには，

常勤特別職の給料等，管理職手当などの人件費の削減を織り込みまして，予算書等でも記してご

ざいますが，さらには，交際費，普通旅費，事務用消耗品費，庁舎等施設の清掃業務委託費など

の経常経費を削減いたしまして，これを財源とし，市民が安全に安心して暮らすことのできる予

算編成を心がけたところでございます。安全安心なまちづくりのために，これも既に施政方針の

中でご説明を申し上げたとおりでございます。 

 さらに，議員から，１００点満点としたときの自己評価の点数はというお尋ねでございます。 

 私の考えますのは，自分で編成をした予算について，自分がその採点をするということではな

しに，この点数をつけているのは，議員の皆様であり市民の皆さんでありますことから，私自身

は評価をされる立場にあると考えまして，自己採点はいたしておりません。 

 次に，常陸太田市台地商店会への核施設についてでございます。核となる施設でございます。

核施設となりますと，問題がございますが。 

 鯨ケ丘商店街など高台の活性化を図りますために，中心市街地活性化基本計画策定に取り組ん

でまいっておることは，議員ご案内のとおりでございます。これまで，策定委員会やまちづくり

寄り合いなど５回の会合を通しまして，市民の声を反映させるよう，策定作業を進めているとこ

ろでございます。この中で，中心市街地の核となる施設，あるいは活性化を図るためのポイント

といたしましては，高台にある歴史的建造物を大切にしながら，これらを活性化の拠点施設と位

置づけ，梅津会館の複合活用や消防署跡地，蔵，路地などもあわせて活用いたしまして，そばや

米，特産品の食材を利用した特色のあるお店の誘導，さらには朝市などを考えまして，このまち

の歴史と食の文化を前面に押し出すような取り組みをもって，にぎわいを取り戻す環境がつくれ

るのではないかというふうに考えておるところであります。同じようなことが，多くの議員の皆

様からのご意見の中にも出てきた次第でございます。 

 計画もおおむねまとまってまいりまして，最終段階となってきております。これらを具体化い

たしますためには，地域の商店会，町内会の取り組む意欲，機運の醸成が最も大切でありますの

で，今後，関係課，県，商工会，あるいは商店会などと十分に協議を重ねながら，中心市街地活

性化基本計画に沿って事業が展開できるよう，団体等の後押しをしてまいりたいと考えておりま

す。 
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 また，住宅団地の中にある商店が店じまいをしたということは，周辺住民の利用度が少ないと

か，あるいは既存の店舗面積を運営することに採算が見出せなかったなどの理由によるものでご

ざいます。商店がその地域に出店する場合，消費者の環境など，マーケティング調査などを行っ

て，情報分析しての出店となるのが常でございますので，現状ではなかなか難しいものがあると

思います。しかし，先ほど申し上げましたように，中心市街地等につきましては，その空き店舗

の活用も考え，そのにぎわいを取り戻す施策を進めてまいりたいというふうに考えます。 

 続きまして，財政の健全化についてでございます。 

 最初に，プライマリーバランスについてのお尋ねがございまして，平成元年からということで

ございます。 

 数字が大変細かくなっておりますが，これを若干申し上げたいと思います。普通会計につきま

しての状況でございますが，プライマリーバランスがマイナスになっております年度は，平成９

年度，さらに平成１２年度の２年間でございます。平成元年から平成１８年度の当初予算までを

見ましたときに，その２年間がマイナスになってきております。そして，平成１６年度，合併後

の状況から申し上げますと，プライマリーバランスは６億 7,０００万の黒，それから１７年度，

これは６号の補正の予算の中身で申し上げますと，１６億 9,０００万円の黒字，それから１８年

度予算では，１４億円の黒字を見込んでの予算計上となってございます。 

 先ほど申し上げました赤字になっておった平成９年度と平成１２年度につきましては，平成９

年度は，白羽スポーツ広場，生涯学習センターの整備に多額の費用を要したこと，１２年度には，

総合福祉会館，それから佐都小学校の校舎，西小沢小学校のプールなどを整備しておりまして，

一時的に借入額が膨らんだことにより赤字になったものでございます。 

 なお，平成１８年度予算につきましては，３７億円の元利償還金に対しまして，市債の計上を

２３億円に抑えまして，プライマリーバランスを当初予算時におきましても１４億円の黒字とし

まして，後年度負担の軽減を図る考えで進めてまいりました。今後とも，プライマリーバランス

につきましては，引き続き黒字を堅持していく考えでございます。 

 次に，市債の残高見込みでございますが，平成１６年度末は３１４億円でありましたが，平成

１７年度末は３０３億円，１８年度末には２９４億円程度と見込んでおります。地方債残高につ

きましては，平成１８年度予算編成方針におきましても抑制をすることといたしまして，新たな

借り入れは元金償還額以下としているところでございます。また，公債費の償還額につきまして

は，平成１９年度の３９億円余をピークにいたしまして，その後は緩やかに減少をするものと見

込んでおります。 

 私の方からの答弁は以上でございます。残余のご質問に対しましては，担当部長から答弁をさ

せます。 

○議長（生田目久夫君） 建設部長。 

〔建設部長 榊勝雄君登壇〕 

○建設部長（榊勝雄君） 初めに，茨城県合併市町村幹線道路緊急整備支援事業について，お答

えをいたします。 
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 この事業は，合併市町村の一体性の確立や，均衡ある発展に必要な幹線道路の整備促進を図る

ことを目的とするものでございまして，茨城県が道路整備の費用の一部を助成する制度でござい

ます。 

 本市も，合併に伴いまして，この事業を取り入れております。市道の磯部天神林線が支援対象

道路でございます。平成１６年１１月の第１回の指定を受けております。支援の内容といたしま

しては，この路線の事業費１１億円で予定をしておりまして，交付税措置として７億 3,０００万

円，６6.５％，県支援として２億 6,０００万円，２3.５％，従いまして，市の負担は１億 1,００

０万円，１０％でございます。 

 次に，県営の里川西部地区圃場整備事業完了地区の今後の土地利用について，お答えをいたし

ます。 

 旧国道３４９号と国道３４９号バイパス間の土地利用につきましては，平成１６年１１月に策

定されました常陸太田市都市計画マスタープランで，将来的に市街地を想定する区域として位置

づけをされております。この区域については，現在，農地であり，農業振興地域に指定をされて

おります。そのため，農地としての活用を中心に土地利用が図られておりますが，将来的には，

周辺地区と調整を図り，市街化の検討が可能となった段階で，市街化編入の検討を進めてまいり

たいと考えております。 

 次に，県道日立笠間線についてお答えをいたします。 

 日立笠間線につきましては，鯨ケ丘の市街地をトンネルで通過する市街地の区間，それから，

国道３４９号バイパス交差点より日立市の山側道路を結ぶ真弓ルート，真弓ルートから国道２９

３号バイパスに接続する亀作ルート，これらを整備する計画でございます。市街地区間につきま

しては，トンネルを含む 1,４２０メートルが平成８年に都市計画決定され，平成１０年度から県

の街路事業として整備を進めているところでございます。 

 お尋ねの旧保健センター付近でございますが，ここについては，右折車線が必要となる区間で

あります。現在の道路計画では，幅員が１８メートルでございます。現在の計画でありますと，

道路用地が建物にかかるということになっております。旧保健センターがあります国道の３４９

号バイパスから旧国道３４９号現道までの区間につきましては，重点整備区間のトンネル区間の

工事完了後の整備となりますので，今後，道路の構造などを含め，県と協議をしてまいりたいと

考えております。 

 次に，亀作ルートにつきましては，これまでに亀作町地内の６２０メートルが開通をしており

ます。現在，残りの用地買収を進めるとともに，工事を進めており，国道２９３号バイパスの進

捗状況に合わせて整備をする計画であると聞いております。真弓ルートにつきましては，亀作ル

ートの交差部から日立市方面への東側区間について道路設計等を進めておりまして，今後，日立

市側の山側道路の進捗状況を見ながら整備を行うと聞いております。市といたしましても，この

区間の道路整備は非常に重要であると考えておりますので，今後も県と協力し，事業の促進に努

めてまいりたいと考えております。なお，はたそめ団地から亀作ルートまでの区間につきまして

は，その後の整備となりますので，今後，長期的に検討していく考えと聞いております。 
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○議長（生田目久夫君） 総務部長。 

〔総務部長 萩谷暎夫君登壇〕 

○総務部長（萩谷暎夫君） 総務部関係のご質問にお答えいたします。 

 初めに，平成１８年度職員採用についてでございます。 

 職員の採用につきましては，職員構成上，今の５０歳代の世代が特に多い，あるいは極端に少

ない年代で，バランスが悪いというものを避けたい。それから，常陸太田市の場合に，平成１６

年，１７年度の採用は，合併を控えて見送りましたが，将来のこととして，平成１８年度につき

ましては採用するということでございました。行政職につきまして，事務職が３名，消防職が２

名，保育士が１名，調理師が２名を採用をしているところでございます。 

 次に，職員の定員管理の適正化についてにお答えいたします。 

 職員の定員管理の適正化につきましては，平成１７年１２月に，平成１７年度から平成２１年

度の５年間を計画期間とする定員管理適正化計画を策定し，平成１８年１月に決定をしました常

陸太田市行政改革大綱の中に盛り込んでおります。この計画は，極力職員数の抑制に努め，行政

のスリム化と行政水準の向上を図ることを目的とする計画でありまして，平成１７年４月１日現

在職員数７６０人，これを平成２２年４月１日までに１0.７％，８１人減員し，６７９人以内と

する数値目標を定めたところでございます。 

 設定に当たりましては，職員の年齢構成のバランスに配慮しつつ，勧奨退職の推進等，退職者

の増員を図るとともに，極力新規採用の抑制に努め，さらに，国が新地方行革指針で全国の地方

公共団体に求める数値目標である５年間で 4.６％以上の削減を，大きく上回る目標値を設定して

おります。 

 これらの取り組みのためには，ＰＤＣＡサイクルに基づく不断の検証を強化し，事務事業の整

理合理化を図るなど，本来の合併効果が実現できるよう，現行組織の全面的な見直しを行い，平

成１９年４月を目途とする組織の改編を行うこと，さらには民間委託や指定管理者制度の導入推

進を図ること，職員研修を強化し資質の向上に努めること等が大切でございまして，数値目標と

あわせて計画の中に盛り込まれております。なお，この数値目標は，今後とも社会情勢や事務事

業の変化を踏まえつつ，適宜見直しを行っていく考えでございます。 

 次に，職員の適正な人員につきまして，現在，国並びに県において，各市町村ごとの公式な適

正人数や指数等は示されておりません。しかしながら，本市におきまして，ただいまご説明しま

したように，適正化を図るべく定めた５年後の数値目標に向かって，鋭意努力をしていく考えで

ございます。 

 続いて，嘱託職員の削減についてお答えいたします。 

 現在，本市において地方公務員法第３条第３項に基づく非常勤特別職は，全体で 3,６６５名お

ります。主なものといたしまして，総合計画審議会委員，環境審議会委員，地域審議会委員，地

区公民館運営審議会委員等，各種審議会委員や各地域の行政協力員，区長，自治会長等並びに消

防団員，さらに，社会教育関係で指導的役割を担う社会教育指導員や体育指導員等の各種指導員

等がおります。また，登記事務や施設管理等に従事する，いわゆる事務嘱託が任用されておりま
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す。 

 これらの審議会委員や指導員，さらには事務嘱託等は，それぞれの部門や事業において必要と

する専門的な知識や経験を有する方を委嘱や任命しておりまして，今後とも各部門において業務

や事業の内容を十分検証しながら，真に必要な部門には，適正な人材を任命・配置していく考え

でございます。 

 続きまして，公共事業の全一般競争入札制度化についてお答えいたします。 

 当市では，入札参加資格登録業者の中から，建設工事等については，建設工事競争入札参加者

格付要領，建設工事指名業者選定に関する要綱や，建設工事の指名業者の選定に係る運用基準等

に基づきまして，物品等につきましては，物品調達等の契約事務に関する規程に基づき，それぞ

れ指名業者を選定しております。工事等では，信用度，工事成績等，物品調達等では，信用度，

販売実績等に，それぞれ留意して指名することになっております。公共事業の入札及び契約の過

程並びに契約の内容及び契約の結果に係る情報の公表に関する実施要領による公表も行っており

ます。 

 入札参加者資格登録数は，建設業者が現在９５５件，うち市内が１０４件，建設コンサル業者

が４２０件，うち市内８件，物品等業者が 1,２１４件，うち市内が１２８件あります。市内建設

業者の平成１７年度の延べ指名回数は 2,０７７回でありましたが，１０４業者の中で，全く指名

のなかったのは，消防や内装といった特殊な業種の４業種だけでございました。指名登録をして

いても，該当する工事や物品の発注がない年もございます。 

 常陸太田市の一般競争入札は，原則として設計金額が土木で 3,５００万円以上，建築が 5,００

０万円以上の工事について，市内Ａ及びＢランクの全業者を対象とした条件付き一般競争入札と

して行っております。国・県は，一般競争入札の拡大方法として，対象工事金額を引き下げてい

ることから，当市もこれらについて検討し，進めてまいりたいと考えております。 

 今後とも，市内業者に配慮しながら，国・県の電子入札や一般競争入札拡大への動きにおくれ

ないよう，入札制度を再検討してまいりたいと考えております。 

○議長（生田目久夫君） 保健福祉部長。 

〔保健福祉部長 増子修君登壇〕 

○保健福祉部長（増子修君） それでは，７の，少子化対策についてのご質問にお答えいたしま

す。 

 現在の出生率の低下の大きな要因としましては，既にご案内のように，晩婚化による晩産化，

または経済的な不安，若者のライフスタイルの変化，または核家族化によります共働きによると

言われておりまして，このような中で，企業でも，子供を産みやすい環境づくりや３歳児未満の

育児への配慮など，子育て支援を充実し始めました。また，国においては，本年４月から児童手

当の支給対象の拡大を図るなど，子育て支援の充実するよう，行ってきております。 

 当市の子育て支援につきましては，昨年１１月より，未就学児の外来診療の自己負担の市単独

事業としての支給をする。さらに，４月からは，対象範囲を妊産婦まで拡大をしてまいりますが，

現在実施しております，子供の成長と子育てを地域全体で支援する常陸太田市の次世代育成支援
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地域行動計画に基づきまして，今後，子育て支援を推進してまいりたいと思っております。 

 さらに，結婚対策といたしましては，金砂郷，水府，里美地区において男女の交流会を実施す

るとともに，それぞれの地区に設置してあります結婚相談員の活用をすすめ，また，後継者の配

偶者についての相談及びその確保を推進してまいりたいと思っております。 

 それから，出産祝い金の第三子からの１００万円の支給についての考え方ということでござい

ますが，少子化対策としては１つの手だてでございまして，効果はあるのかと思いますが，しか

しながら，現時点におきましては，財政面の問題もございますので，平成１６年度に実施しまし

た市民のニーズ調査の結果をもとに，平成１７年の３月に作成しました，ただいま申し上げまし

た次世代育成支援地域行動計画において示された事業の推進や拡充を図るとともに，今後の施策

についての検討など，推進を図ってまいりたいと考えております。 

○議長（生田目久夫君） 市民生活部長。 

〔市民生活部長 綿引優君登壇〕 

○市民生活部長（綿引優君） ９の，産業廃棄物違法焼却及び不法投棄についてお答えいたしま

す。 

 まず１件目の，真弓町団地付近の事業所で使用していた焼却炉ですが，平成１３年に廃棄物の

処理及び清掃に関する法律の改正による構造基準の変更があり，設置基準外となったために，既

に撤去されております。なお，現在は，産業廃棄物の廃コンクリートから鉄筋を分別する破砕作

業を行っておりまして，特定施設の設置届け出が提出されております。 

 次に，２件目の，真弓町の県道亀作石名坂線わきにある焼却炉ですが，ダイオキシン類対策特

別措置法による特定施設の設置届が平成１５年に提出されており，構造基準に適合したものとな

っております。 

 ３件目の，田渡町で農地内の敷地を資機材置き場としていた事業所の件ですが，燃え殻等の廃

棄物を違法に埋め立てたとして茨城県の指導があり，改善計画のもとに撤去作業が行われ，平成

１６年９月に完了し，県及び市において撤去確認をしたところであります。 

 ４件目の，瑞龍町地内の事業所における焼却炉ですが，ダイオキシン類対策特別措置法による

特定施設の設置届が平成１５年に提出されており，構造基準に適合したものとなっております。

しかし，周辺住民から煙に対する苦情がたびたびあり，その都度現地に行き，事業者に対し適宜

な指導を行っているところです。 

 ５件目の，町屋町内事業所で有していた焼却炉ですが，構造基準外であったため，平成１４年

に撤去されております。 

 次に，高貫町内の不法埋立地につきましては，平成１６年７月に当事者数名が逮捕され，拘留

中のため，現状では手つかずの状態になっております。 

 最後に，大森町内における土地の埋め立てに関する苦情相談ですが，この行為は，農業委員会

に農地改良届が提出されている物件でありまして，去る１月に，相談者と農業委員会職員同席の

もとに，適正処理の指導を行ったところであります。 

 いずれの地区におきましても情報収集を徹底し，現地確認の上，騒音，煙害対策等の指導強化
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を図ってまいります。また，高貫町の件につきましては，茨城県及び警察署との連絡体制を維持

し，対応策を検討してまいります。 

 以上でございます。 

○議長（生田目久夫君） 教育長。 

〔教育長 小林啓徳君登壇〕 

○教育長（小林啓徳君） 常陸太田市の学習塾の現状のご質問について，お答えをいたします。 

 市内における学習塾の数につきましては，１２カ所ほどございます。現在，市内の小学校６年

生の約４割，中学校３年生で約６割が通塾をしている状況にありまして，近年，当市のような地

方都市においても増加傾向にございます。これらにつきましては，児童生徒の学力低下の心配，

あるいは進学に対する不安等が，塾通いが増加していることにつながっているのではないかとい

うふうに考えております。 

 学力の向上につきましては，本市でも重要課題の１つでありまして，各学校におきましては，

少人数指導，個別指導，あるいはチームティーチング等を積極的に取り入れながら教科指導を行

っておりまして，学力向上に全力を挙げて実践をしておるところでございます。 

 なお，学習塾の学校教育に対する影響についてということでございますが，現在のところにつ

きましては，大きな影響は出ておりません。 

○議長（生田目久夫君） 市長。 

 ただいま木村議員が出席をいたしました。 

〔市長 大久保太一君登壇〕 

○市長（大久保太一君） 先ほど，１８年度の予算編成についての中で，特別交付税の額９億円

を予算化したと申し上げましたが，９億円は平成１７年度の額が９億円でありまして，１８年度

は７億 5,０００万円でございます。これは，地方交付税，特別交付税につきまして，日本海側の

雪害等があって，そちらの対策に多額の費用を要するということで，多くを望めないということ

から，そういうふうに編成をいたしました。ご訂正をお願いいたします。 

○議長（生田目久夫君） １１時２０分まで休憩いたします。 

午前１１時１２分休憩 

            ──────────────────― 

午前１１時２０分再開 

○議長（生田目久夫君） 休憩前に引き続き会議を開きます。 

 ２６番立原正一君。 

〔２６番 立原正一君登壇〕 

○２６番（立原正一君） ２回目の質問に入ります。１４の案件につきましてのご答弁に感謝を

申し上げます。 

 ２回目に入りますが，まず，１番目の施政方針でございますが，これは市長の答弁の中で，予

算提示のときにいろいろ説明したという話をいただきましたが，私もあのときの市長の，苦虫を

つぶしたと言っては失礼に当たりますが，非常にこわばった顔の中でご説明いただきましたこと
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を思い出しておりますが，大変ご苦労されていることはよくわかります。 

 そこで，１点だけをお伺いさせてもらいますが，最後に聞きました農業の件でございまして，

集落営農の件でございますが，これにつきましては，個人・法人というような形の中で育成をし

ていく話もされておりましたが，こういうことになりますと，やはり効率化というものを考えま

すれば，土地の大型化というものが必要になってくると思うんです。そこで私，特に私の住んで

いる西小沢地区につきましては，既にもう岡部村長時代に耕地整備をやっておりまして，暗渠排

水までやっております。そういうところの，今，再圃場整備をやるというお話も出ておりまして，

過去に二，三回，そういう話でもって住民との懇談をしましたら，これは行政指導で行きますと，

１００％地権者の賛同が得られなければだめだということでございまして，没にされているのが

現状でありまして，そこで市長にお伺いしたいのは，こういうときですから，私たちのところの

土地については，市長，よくご存じだと思いますが，道路管の１区画といたしまして，その中に

排水路が入っておりますね。そして，そこに１反歩画のたんぼが敷設されておりまして，地権者

としますと，５件から６件弱の地権者の中でいるわけですが，私どものお願いしたいのは，圃場

整備ということになりますと非常にお金もかかりますから，現在，土地の排水路の撤去によりま

して，大型区画，大区画に面積がなるわけですよね。 

 そうしますと，あそこの受託者も効率が上がりまして，それから排水路関係をとりますと，管

轄しておるのは国の財務局だとすれば，そこにもお金が入っていくというふうになると思います

が，とりあえず，担い手育成の場合の効率から考えた場合には，特に西小沢には，その排水をと

ることによって土地が大きくなる，そこで効率が上がる，そういうことを考えておりますが，市

長としてのその辺のお考え，特に西小沢地区を特区にしていただいて，その辺を推進したいなと

思っておるわけでございますが，市長のご所見をここでお伺いしたいと思います。 

 次に，飛ばしまして，予算編成につきましては，いろいろとご説明いただきまして，力点とさ

れたところも理解をしたいと思います。ただ，人件費削減等云々という話もありましたところで

すが，市長もご承知のように，今度の予算の中でいろいろ削減をされている。私も予算書をのぞ

きましたときに，今までに職員が退職するときに，ワンランクぐらいの昇格をしての支出金があ

ったわけですが，その辺が完全にことしのでは削減されている。それから，市長の交際費が大き

く減らされております。それに対して感謝を申し上げたいと言いますと，おしかりを受けるかも

わかりませんが，今回，特別職の報酬が１００分の２から１００分の５に変更しまして落としま

すという話も出ておりますが，この１００分の２から１００分の５にした，その基準なんですが，

これはどういうところを基準にしているのか，何か基準があってやっているのか，その辺をお伺

いしたいと思います。 

 それから，３番，これにつきましては理解をいたしますが，この磯部線が出ておるというよう

なことで理解をいたしておきます。 

 ４番目でございますが，採用について。これは，市長の中では，一応３名程度というものが先

ほどのお話だとしますと，８名をとったと聞いております。これは，市長にお伺いするわけです

が，３名と言っていたことが８名になったわけですが，これは，市長のお話の数字と違いますが，
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この辺，市長はどのような判断のもとにこう言ったのかを，簡単で結構でございますから，お伺

いしたいと思います。 

 次に，職員の適正管理でございますが，これにつきましては，明確なる理由等は述べられませ

ん。そして，当市職員数の適正化は何人かと聞いたときに，そこも全くわからない。ただ，ＰＤ

ＣＡのサイクルを回すんだということですが，今までにこんな言葉を総務部長から出たことはあ

りませんが，今回出たということは，私としては聞きなれた言葉でありますから，非常にいいわ

けでございますが，しかし，質問に対する適正なる答弁をしていただきたい。ここをもう１回お

願いしたいと思います。 

 次に，嘱託職員の削減でございますが，これも，3,０００名強とたくさんの方を挙げて言われ

ましたが，私はそこまでを嘱託職員として考えるべきかというようなことを判断いたしますと，

端的に申し上げますと，生涯学習センターに行きますと，学校での校長先生をやった方が，あそ

こでパソコンに向かって，市役所職員のてこをやっているような，そういう仕事ぶりが見えるわ

けですよ。ああいうのを見たときに，もう学校の先生，校長までやりまして，その後に嘱託職員

としてあそこでパソコンをしながら，生涯学習関係のてこをやっている，そういうところでは私

はないと思うんですが，その辺を見たときに，再度この辺をご説明いただきたいと思っておりま

す。 

 それから，少子化対策でございますが，今日は，男性の２人に１人は未婚だと。女性において

は４人に１人が未婚。そして，この方たちの９割というのは，いずれ結婚をしたいというふうな

願望があるというようなお話も聞いております。そして，その方たち，９割の方に言いますと，

男女の出会いがないんだというようなことも切々と言っておられます。市長は結婚をしておりま

して，ご家族もありますから，現在の男女が結婚せずにいることについて，どのような所見を持

っているのかお伺いしたい。 

 それから，２つ目でございますが，当市の少子化の推移をどのように見ているのかなというこ

とでございます。 

 それから，説明はありましたが，少子化対策の重点施策，この辺をどこに向けているのか。 

 それから，当市の３人子供さんというのはどのくらいいるのか，そういう数字がわかればお伺

いしておきたいと思っております。 

 それから，先ほど１００万の支出について，財政難であるというようなことで切り捨てました

が，子供がいないから財政難になっているんだと私は考えるんですよ。子供というのは国の宝で

すからね。だから，財政難……，それを苦しいところからも捻出して，子供のために施策を講じ

る。それは，やはり行政として必要だと思っております。その辺を考えまして，再度この辺は答

弁をいただきたいと思っております。 

 それから，８番の里川西部の件でございますが，ご説明いただきましたが，既にここは土地を

求めている方がおられるわけですね。そして，先ほども話しましたような争議闘争にかかったた

めに，その土地を利用できないでいるわけでございまして，先ほどの説明の中では，いずれそこ

を市街化にするんだというお話もありましたが，既にその土地を持っている方たちの土地利用に
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ついての考え方というものは，やはりありますものですから，私は，もう２３年も前に土地を買

って，それをそのままにしているんですよという。これは，あくまでも土地利用でもって買った

らしいんですが，そういう方もおりまして，非常に困っているんだと。何か施策はないかという

話がありましたんですが，その辺を一言ご所見をいただきたいと思っております。 

 次に，産業廃棄物でございますが，この中で私が指摘しておいたところについては，撤去され

たところもあると。それから，法の規制の中でクリアしているというようなことでもありますが，

これで，あと市長にお伺いしたいんですが，今，亀作地区に老人ホームができるということで，

建設中になっておりますが，あの地域の方々の下水の処理をどのようにしていくのかなというよ

うなことが，そこで疑問を持たれておりまして，私も伺っているわけですが，この辺の処理の考

えが，末流水の処理をどのようにしているのか，その辺をちょっとお伺いしたいと思っておりま

す。 

 それから，１０番の県道日立笠間線の件でございますが，保健センターの件につきましては，

最終的に県の方と話をしていくということでございますが，今，国道２９３バイパスもできる。

そして，日立電鉄線も廃止になりまして，あそこのトンネルについてはどうなんだろうなという

ようなことを考えたときに，なるべく今建っております保健センターの解体をしないような施策

を講じていただきたいと思っております。それは要望しておきます。 

 １１番の商店街でございますが，私が質問の中で，１６年１２月議会で質問したときに，鯨ケ

丘商店街の会員の数が時を経て減っていますねということで聞いたときに，まいづる商店会とい

たしまして，昭和４５年時に２２０店会員があったのが，平成２年には１７１店，それから１６

年には１１０店というふうになっておりまして，最初と最後を見ますと５０％減になっているん

ですね。こういう実情を見たときに，当市の首長さんといたしましてどのようにお考えなのか，

これをお伺いしたいと思っております。 

 学習塾の現状でございますが，これにつきましては，教育長は淡々と説明されまして，勉強と

の関係は大きな影響はないというふうにも言っていますが，大きな影響はないということになり

ますと，その中には少し影響あるのかなと思うんですが，この辺の影響がどのようなことに含ま

れておるのか，お伺いしておきたいと思っております。 

 それから，入札制度でございますが，これは先ほどもお話ししましたように，指定業者になっ

ているが，一度も指定の中に入れてもらっていないということでありますが，これ，何とか一般

公募による競争入札の方に持っていくべきだろうと思います。この辺も，何が弊害でできないの

か，これをお伺いしておきたいと思います。これは，大きな建設，そういうものではなくて，水

道とか下水，そういう小さな業種的なことですね。そういうふうな方のご意向でございますので，

再度，ここはお伺いしておきたいなと思っております。 

 それから，財政の健全化でございますが，これも，先ほどいろいろ聞きまして，今度の予算内

にも，この辺も言われたような数字が中には入っているというふうに見ております。この辺を考

えまして，今のところ，財政的には合併後には黒字だということでございますから，安堵心はす

ると思いますが，さらなる……。プライマリーバランスが黒字になるということは，公共事業が
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縮減されているということも影響しているんだと思います。この辺を考えますと，あまり大きな

公共事業に手を出さない方がいいのかなと思いますね。そういうところを申し上げまして，私の

質問を終わりたいと思います。ありがとうございました。 

○議長（生田目久夫君） 答弁を求めます。市長。 

〔市長 大久保太一君登壇〕 

○市長（大久保太一君） 議員の２回目のご質問にお答えを申し上げたいと思います。 

 まず最初に，圃場整備事業に関してでありますが，私は基本的に，この太田市内の農地を考え

ましたとき，先ほど来答弁の中にも申し上げました，品目横断的な経営安定対策を進めていく上

でも，特に水田について申し上げますと，南部地区の平場においては，その生産コストが縮減で

きるような圃場整備というのは，必要だというふうに考えます。 

 今，地権者の皆様から，本当にこれから先の農業を考えて圃場整備をやっていくことになるの

か，その辺も１つ大きな課題になっているのは事実であります。しかし，地権者の皆様でまとま

っていただいて，さらには，集落営農を進めていく上では，地域での施策転換への理解というこ

とが大変必要な状況下にあります。これらも踏まえますと，今，西小沢地区でその話があります

ことと同時に，北部地区，町屋地区でも，そういう圃場整備の行われていない地域もあります。

関係機関と協議をしながら，そのことを検討し，進める方向での検討をさせていただきたい，そ

ういうふうに思います。 

 先ほど，排水溝について，とってしまってというお話もありましたが，これは，今のままでや

るとすれば，地権者の了解がなければなかなかできないことでありますし，再整備をする中では，

特に水稲をつくる場合の，水の，かんがい用水の問題等がありますから，本来であればパイプラ

イン等への切りかえとか，パイプラインにしましても，排水溝は，１枚当たりの規模を大きくす

る中で当然必要でございますので，そういう中での検討が進められるべきだろうというふうに思

います。方向づけとしてはただいま申し上げたようなことで，できないよということではなしに，

やる方向での検討は，これからも引き続きやっていく必要があるというふうに思います。 

 それから，２点目に，特別職の給与削減につきまして，なぜ２％から３％なんだというお尋ね

でございます。今回，提案をいたしております，その基準については何だということでございま

すが，今回提案しております職員の給与の条例改正におきましては，給料が 4.８％減になります。

これを受けまして，特別職としても５％の削減をするというふうに考えた次第でございます。 

 次に，職員採用に関してでありますが，前から３名ということで聞いておったが，８名になっ

た理由は何かというお尋ねでございます。３名というふうに申し上げておりましたのは，年齢的

な断層をつくらないという意味で，事務職について３名ということであります。それ以外の専門

職については，それを削減をすればいいという考え方だけは通らない。それは，必要に応じては，

例えば消防職，保育士，さらには調理師については，欠員が生じた時点で充当をしていく必要が

あるというふうに申し上げたと思います。それらの人たちを合わせますと８名ということで，当

初の予定どおりの採用をしたわけでございます。 

 次に，少子化対策についてお尋ねがありました。確かに男女の結婚をされない，未婚の方が非
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常に多いという実態を踏まえまして，先ほど部長の方から少子化対策の中でも答弁を申し上げま

したように，今，金砂郷，水府，里美地区におきまして，男女の交流の場等を設けていこうとい

うことも，１つの施策としてやっていくことといたしております。これは，当常陸太田市だけで

もなかなか解決のできない状況でありますし，今までの施策の中で，仲人さんをしていただく方

の実費ということで，２万 5,０００円をそれぞれ登録された方に支給をして進めてまいりました

が，１７年度，私の聞いております実績ではただ１件でございまして，なかなか従来のような仲

介人を介しての結婚が進んでいないという状況下にございます。県の方としても，そういう出会

いの場を，１８年度施策の中にも織り込んできているところでありまして，そちらともタイアッ

プをしながら，さらに進めていきたいというふうに思います。 

 それから，もう一つ，３人目以上の家庭はどれだけあるんだというお尋ねでございます。１７

年中１月１日から１２月３１日までの間に，当常陸太田市内で生まれました新生児の数は２９５

名でございます。その中で，３人以上の子供さんを持っておられる世帯数は３人が５２世帯，４

人は２世帯，５人の子供さんの数の世帯は３世帯であります。ちなみに，隣の矢祭町のように，

第三子以降の方に対して，矢祭町の基準で試算をいたしますと，１７年度はこの方たちに 6,３０

０万円ありますと，第三子は１００万円，第四子が１５０万，第五子が２００万という数字には

なってまいります。 

 ただ，私の考えますのは，本当に少子化対策はそれだけでいいのかということになると，これ

はそうではないというふうに考えます。若い人たちがこの常陸太田の地域に住んで，そして，職

場が近くにあることも，住む条件の大きな１つだろうと思います。工業誘致等につきましては，

なお一層の力を入れていきたい，かように考えている次第でございます。 

 それから，鯨ケ丘の商店会の減少についてのお尋ね，考え方ということでございました。シャ

ッターがおりている店が非常に大きくなってきているわけであります。これまでも中心市街地の

活性化というのは，いろいろな場で論議をされてきたと思います。しかし，論議から行動への移

行ということは，少なかったように思う次第であります。１回目の答弁を申し上げました市街地

活性化の計画，間もなく策定が終わります。これから，商工会，商店会等とも協力をしながら，

行動に移すときだというふうに考えております。中には，行動の中で反省点も出てこようかと思

いますが，それらを克服しながらでも進めていくべきだというふうに，強い決意を持っていると

ころでございます。 

 ほかに，「世矢の里」のことに関しまして，末流水の処理についてというお尋ねがございました。

あの施設は，施設として排水の処理基準はきちっと満たすということで，今，認可をなされ，工

事が進められているところであります。その処理をされました水につきましては，農業排水溝と

共用の排水路に流されるということで，処理した水の性質，その他を踏まえて，里川堰の方と協

議がなされているという状況であります。しかし，将来的には，今進めております公共下水道，

さらには集落排水事業等々を考えながら，排水事業としては進めていく内容ではないかというふ

うに考えているところであります。当面は，今の排水基準を満たした中で，処理をしていただく

ということでございます。 



 １０１

 以上でございます。 

○議長（生田目久夫君） 総務部長。 

〔総務部長 萩谷暎夫君登壇〕 

○総務部長（萩谷暎夫君） 再度のご質問にお答えいたします。 

 ５番目の職員の定員管理の適正化についての中で，適正な職員数ということでございますが，

一般的に職員１人当たりの人口というものがございまして，１００人程度と言われております。

職員１人当たりの人口は，消防，ごみ，し尿等の業務を単独で行うか，あるいは一部事務組合で

広域的に対応するかで，大きく異なっております。一部事務組合で対応している市町村の場合に

は，これを職員総数に加えませんので，当然，職員１人当たりの人口が大きくなります。しかし

ながら，本市のように，消防やごみ，し尿の業務をすべて単独で行っている場合には，職員１人

当たりの人口が，他の市町村に比べ低くなってしまうことになります。 

 そのようなことから，現在県からも，単純に比較することは公正ではない，参考程度に利用す

べきだとの見解を得ておりまして，今後，機構改革等にあわせまして，適正な人員を出していき

たいというふうに考えております。 

 続きまして，１３番目の公共事業の全一般競争入札制度化についてのご質問でございますが，

一般競争入札の拡大につきましては，いろいろな規定等がございます。これらを整理，あるいは

改正して，今後検討していく考えでございます。 

 以上です。 

○議長（生田目久夫君） 建設部長。 

〔建設部長 榊勝雄君登壇〕 

○建設部長（榊勝雄君） 里川西部県営圃場整備完了地区の土地利用について，再度の質問がご

ざいました。 

 その中で求めている者がいる，買った者がいるが，土地利用の見込みはということでございま

すが，先ほどご答弁申し上げましたとおり，将来的に市街地を想定する区域ということで位置づ

けをしております。したがいまして，これらを検討する時期というのは，周辺地域に大型沿道商

業施設の立地が進み，土地利用の拡大が必要となる見込みが立った時点，あるいは，特に商業地

について，現在の用途地域で大型商業施設の立地可能な用地が不足するということが見込まれる

時点になろうかと思いますし，また，ここの地域については，議員ご案内のとおり，土地改良事

業，圃場整備事業の区域でございまして，工事が完了した年度の翌年度から起算して８年間，農

振の振興地域ということになっておりますので，これらの除外の申請ができないというような状

況がありますので，慎重に検討をしてまいりたいと考えております。 

○議長（生田目久夫君） 教育長。 

〔教育長 小林啓徳君登壇〕 

○教育長（小林啓徳君） 教育関連２点，再度のご質問がございましたので，お答えをいたしま

す。 

 まず最初に，嘱託職員にかかわることですけれども，議員ご発言のとおり，生涯学習センター
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の方に教員ＯＢの嘱託職員が２名おります。社会教育指導員として仕事をしてもらっておるわけ

ですが，仕事の中身といたしましては，各種講座，教室等の企画立案及び運営，あるいは学習相

談，社会教育団体の育成，さらに，指導者の養成などの仕事を行ってもらっております。職員の

てこではなく，重要な仕事をやってもらっておりまして，豊富な経験と指導力がありますために，

市民からも高い評価を得ているところでございます。 

 続きまして，２点目，学習塾の影響でございますが，強いて挙げるとすれば，進路指導にかか

わる影響を挙げることができるのではないかと思っております。中学３年生時には，進路先を決

定していくわけでございますが，決定をしていくのは生徒自身であるわけですけれども，その決

定するまでの経過として，学校の情報と塾の方の情報に一部違いが出てきてしまう，そういうこ

とがございます。そのために，本人といたしましては，進路先を決定するのに迷ってしまう，混

乱を来たす事態も一部で起きておるということを，挙げることができるのではないかと思ってお

ります。 

 以上でございます。 

○議長（生田目久夫君） 次，１番益子慎哉君の発言を許します。 

〔１番 益子慎哉君登壇〕 

○１番（益子慎哉君） ただいま議長のお許しを得ましたので，通告に基づき質問いたします。 

 引き続き経済が低迷している状況下で，限られた財源の中，１８年度予算を編成されました市

長を初め執行部の皆様に，深く感謝申し上げます。 

 初めに，１８年１月に策定され，２月の「広報ひたちおおた」で紹介されました常陸太田市行

政改革大綱について伺います。 

 現在，社会経済構造は大きく変化し，国際的にはグローバル化が進み，国内においては少子高

齢化社会に移行しており，また，情報化の進展，環境問題など，社会環境の急激な変化に伴い，

行政システムも地方分権型構造に転換しております。これらに対応するため，本市でも行政改革

大綱を策定したことと思います。 

 内容を読みますと，行政改革の基本的な考えと，行政改革の推進上の必要事項について，何点

かまとめてあります。ガイドライン的な考えが述べられているだけで，真に市民が求めている行

政サービスを提供するための行政を経営する視点から，あらゆる分野において発想の転換を図り，

従来の考えや仕事の進め方を根本的に見直すような目標が見当たらないような気がします。その

点，どのようにお考えかご質問します。 

 私は，これからは特に行政を経営と位置づけて，考えていかなければならないと思います。行

財政の運営や事業の実施に当たり，民間の経営理念や指標をできる限り取り入れて，必要性や費

用対効果を検討し，そして，評価とするとともに，コスト削減に努め，効率の悪い運営方法や効

果がない事業の見直しを図ることが，本当の行政改革だと思います。実施期限，財源予算，達成

目標，工程表などを示して行うのが行政改革だと思うのですが，本市では，各部，各課の上げて

きた実施計画のみのようです。 

 先日，ある自治体の行政改革の資料を見させていただきました。改革の目標を定めて，確実に
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行政管理をしていくマニフェストであると考え，年度別取り組み目標の実施計画を作成して，市

民にインターネットで公表して，さらに計画を年次ごとに管理するため，実施計画進行管理表を

作成しており，四半期ごとに行政改革本部を開催し，その進捗状況を管理しているそうです。本

市はどのように進めているのか，お伺いいたします。 

 大綱の中で述べられています，本所と支所の事務機能の分担について伺います。 

 各支所とも事業が重複して行われていますが，窓口業務以外は早急に整備して，本所と支所，

支所同士の連携をもっとスピーディーに業務を行わなければならないと思いますが，行政改革の

中でどのような話し合いが持たれるか，お伺いします。 

 次に，自治体においても企業においても，最も大切なのが人材だと思います。そして，行政改

革の原点であるのは，職員の意識改革だと思います。職員各自の週目標，月，年目標，それに基

づく自己評価を考えて，組織的に考える，もしくはグループ的に考える時代に入っていると思い

ます。部署の違いで，忙しく働く人とそうでない人が見受けられます。この点の意識改革につい

て，市長はどのようにお考えなのかお伺いします。 

 次に，人材育成の推進について伺います。 

 職員の資質を高めるのに，庁内研修の充実強化，派遣研修，人事交流の推進を挙げております。

しかし，行政的知識，事務処理能力を高めるだけの研修から，市民がどのように生活し，市内の

産業がどのようになっているかを研修する，地域内研修を考えてみてはいかがでしょうか。本市

は，合併により広い面積を持つ中で，市内で１週間程度の研修を実施し，民間事業，ＪＡ，福祉

施設などで行うことにより，本市の産業，文化，そして住民のニーズを見つけ出すことができる

と思います。 

 次に，地域協働の推進について伺います。 

 旧水府村のころも協働によるまちづくりをテーマに，村づくりを行ってきました。そして，多

くの住民のボランティア活動で，観光事業，景観づくりなど，まちづくりに協力していただきま

した。行政改革大綱の中にも，行政への市民の参加と協働が基本にあるとありますが，住民には

ボランティア活動を求めるのに対して，職員は同じような考えで活動できているのでしょうか。

むしろ，手当を受けながら，住民と協働というようなことはないのでしょうか。しっかりとした

協働についての考え方を伺います。 

 次，農業問題について伺います。 

 国の食料・農業・農村基本計画が昨年決定され，農業政策が大きく改正されました。これまで

の米政策から品目横断的経営安定対策という，これまでは全農家を対象にした作物の価格安定の

支援をしてまいりましたが，これからは認定農業者，それも４ヘクタール以上，そして集落営農，

これは２０ヘクタール以上を備えた担い手に絞る対策に変えるということで，本市の農家のよう

に兼業が主体で，この安定対策を受けるのはごく少数であります。平成１９年となっております

が，本市ではどのようなお考えなのかお伺いします。 

 本市の農業は，全国トップクラスの農産物の生産物があります。それは，米とそばであります。

味，品質もすばらしいのですが，すべて生産者は先ほどの対策の対象外であります。そして，７
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０歳以上の高齢者が主であります。本市独自の施策なども考えてはいかがでしょうか。 

 次に，地産地消についてお伺いします。 

 本市の地産地消の取り組み，特に学校給食はどうなっているかお伺いします。本市でも，ＪＡ

を仲介して農産物を提供していただいているようですが，内容，品目，量などについてお伺いし

たいと思います。また，地元スーパーなどにも働きかけなどを考えているか，その点もつけ加え

て，お答え願いたいと思います。 

 最後に，担い手育成について伺います。 

 これから農業を始めるのに公的な支援を受けるのは，先ほどの認定農業者になるか，集落営農

になるか，どちらかであります。それには，４ヘクタールもしくは２０ヘクタールの耕作面積が

必要です。若くして農業を志す人や，定年退職者などに対して支援することができません。本市

として独自の支援などを考えていないか，お伺いいたします。 

 以上で，１回目の質問を終わりにします。 

○議長（生田目久夫君） 午後１時まで休憩をいたします。 

午後０時００分休憩 

            ──────────────────― 

午後１時００分再開 

○議長（生田目久夫君） 休憩前に引き続き会議を開きます。 

 高木議員が出席をいたしました。 

 答弁を求めます。市長。 

〔市長 大久保太一君登壇〕 

○市長（大久保太一君） 益子議員のご質問に対しまして，まず，常陸太田市行政改革大綱につ

いてご答弁を申し上げます。 

 最初に，目標達成，工程表などの提示についてのご質問でございます。 

 ご案内のとおり，この行革大綱は，平成１７年から平成２１年度の５カ年を計画年度とするも

のでございます。この行革大綱を実現いたしますためには，もちろんのこと個別の実施事項と，

その実施計画年度を定めました行政改革大綱実施計画を，毎年策定することといたしております。

これに基づきまして，実行を進めていくということでございます。従来より，行政改革大綱の概

要，さらには前年度の行政改革事項の実績等を広報紙等で公表しておりますが，これからも引き

続き,市民の皆様にわかりやすい形で広報を行ってまいりたいというふうに考えております。 

 ２点目の，本所，支所の事務機能の分担についてでございます。 

 現在の組織は，旧町村の役場組織をおおむね引き継ぐ形で，市町村合併時に組織されたもので

あります。財政，人事，企画，議会部門は本所に集約をしておりますが，各地区を担当いたしま

す産業や建設，生活環境等の事業部門は各支所に配置されておりまして，本所と支所において平

行的に業務を執行している現状でございます。このような組織は，合併初期におきまして，行政

の継続性を維持するという観点から，経過的組織といたしまして有効性は認められますものの，

早急に全市的に統一のとれた行政執行ができる体制を整備することが必要だというふうに考えて
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おります。 

 現在，平成１９年４月の機構改革に向けまして，主に各事業部門の一本化を中心課題といたし

まして，検討を開始しているところでございます。益子議員のお話にもございました，効率のよ

い組織を目指して，この機構改革を行ってまいりたいというふうに思います。 

 ３番目に，職員研修についてのお尋ねがございました。 

 この行革大綱の中で，人材育成の推進ということは不可欠な課題でございます。行政でも企業

でも，それをきちっと運営執行していくためには，人材が，人が中心であることは，もう言うま

でもないことでありまして，職員の人材育成に関しましては，なお一層の力を入れていく必要が

あるというふうに考えているところでございます。 

 一方で，行政のスリム化を図りながら，多種多様化します行政の需要に対応しますためには，

職員の意識改革や資質の向上がこれまで以上に大切であります。現在，これまで行ってまいりま

した職員研修，県あるいは国への派遣研修等に加えまして，民間の企業にもお願いをいたしまし

て，この派遣研修をすることで，平成１８年度，この実施に向けまして，既に事務局と民間企業

とで打ち合わせをさせていただいたところでございます。経常的な業務の効率向上，その他を中

心に，さらには，これからの行政のあり方についての民間企業的な考え方も検証する必要がある

ということから，そのようなことを取り入れた次第でございます。 

 ４番目に，地域協働の推進についてでありますが，たびたび機会あるごとに申し上げておりま

すけれども，これからの地域づくりには，行政だけではなしに，地域の特色・特性を生かした地

域づくり等が必要になってまいります。そのことをあわせますと，どうしても地域との協働の地

域づくりということが重要でございます。 

 このような中で，この行革大綱の中にも，地域協働の推進ということをうたっているわけであ

ります。地域の課題やニーズに対応いたしますとともに，簡素で効率的な行政実現をする観点か

らも，住民や，住民の皆さんが参加をする団体などと，積極的にこれを支援しながら進めていこ

うという考えを基本的に持っております。 

 なお，市の職員につきましても，地域のお祭りやイベント，あるいは奉仕作業，学校行事等に

つきましては，これまで以上に積極的に参加をするように勧めてまいりたいと思っております。 

 以上でございます。 

○議長（生田目久夫君） 産業部長。 

〔産業部長 沼田久雪君登壇〕 

○産業部長（沼田久雪君） 本市の農業について，特色ある農産物の生産について，それから地

産地消について，担い手について，お答え申し上げます。 

 国における新たな政策，１９年３月から始まる品目横断的経営安定対策は，当面，大豆，麦が

対象になるわけでございます。これらの対策については，新たに設置した常陸太田市担い手育成

総合支援協議会を中心に，市，ＪＡ，農業委員会，普及センターなどを中心に，品目横断的経営

安定対策のプロジェクトチームのようなものを編成しました。その対象農家を中心に，説明会を

開催して対応してまいりたいと考えているところでございます。これらをもとに，集落営農の取
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り組みを推進してまいりたいと考えております。 

 そして，議員ご質問の主要作物，米，そばなどの振興策についてでございます。 

 初めに，米についてでございますが，当地方の米は，日本穀物検定協会の食味ランキングにお

いても，最高の特Ａ評価を受けている状況にあるわけでございます。しかし，ブランド化，販売

戦略については，まだ取り組みが非常に弱いと思っております。これから産地間競争が一層に進

む中で，ＪＡも合併いたしましたので，今後，栽培方法，栽培基準，肥料の統一などを図り，食

味のよい安全安心の高い高品質な米の栽培，ブランド化などが推進されるよう，県普及センター

と連携を図りながら，ＪＡ，生産農家への積極的な働きかけをしてまいりたいと考えております。 

 それから，そばについては，２０００年の農業センサスによる市内の作付状況を見てみますと，

全体で２１５ヘクタールの作付状況となっておるわけでございます。特に常陸秋そば発祥の地で

ある金砂郷地区については１１３ヘクタールで，全体の５２％を占めており，日本一のそばとし

て，そば通の間には徐々に全国的に知れ渡ってきている状況にございます。しかし，需要に対し

て生産体制が不足している状況にありますので，これからも日本一のそばどころである優位性を

生かしながら，市内全域に作付を拡大してまいりたいと考えております。 

 これらを推進していくため，常陸太田元気アッププランを計画いたしまして，本市の農業の総

点検と今後の対応，主要作物の生産振興目標を定め，これらの生産振興目標に基づいて，現在あ

る常陸太田市の元気アップ集団３９団体などの育成を図りながら，生産体制の確立に向けて取り

組んでまいりたいと考えております。 

 次に，地産地消でありますが，学校給食への取り組み状況の中で，今，米は１００％地元産米

を使用していただいているわけでございます。野菜などについては，ＪＡを通しまして，生産者

に対し地元農産物の積極的な使用を呼びかけ，給食センターから求められている種類及び数量に

こたえられるよう，作付面積の拡大を引き続き支援してまいりたいと考えております。 

 それから，地元スーパーなどへの地元農産物の販路拡大についてでございますが，地元の野菜，

米など有機栽培を売り物にして，生産者とスーパーが連携して販売に，今，取り組んでいただい

ている状況にあります。今後，商工会と連携を図り，地産地消が推進されるよう，地元スーパー

での取り扱い拡大について，商工会等と協議を行ってまいりたいと考えております。 

 次に，担い手についてお答えいたします。 

 担い手につきましては，認定農業者等の担い手確保，育成及び支援を行うため，担い手育成総

合支援協議会を設立したところでございます。この協議会を通しながら，アクションプログラム

において，認定農業者の育成に関する基本方針，集落営農の組織化・法人化の推進に関する基本

方針などを定めながら，推進してまいりたいと考えております。当面の方針といたしましては，

ＪＡ，県などの関係機関と連携を図りながら，地域の担い手となる認定農業者の育成，集落営農

としての合意形成に向けて取り組んでいく考えでございます。 

 それから，独自の対策といたしましてはということでございますが，定年帰農者の育成につい

て，本年度は２４名が受講しております。これらの取り組み，それから，茨城県の農業大学校に

おいて，茨城営農塾というのが開設されております。新規就農者やＵターン等により就農基礎研
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修，栽培基礎研修などが実施されるわけでございますが，本市から３名が受講しておるわけでご

ざいます。若い方も受講されている経過がございます。今後につきましても，連携しながら，市

全域にＰＲをして，担い手の育成に努めてまいりたいと考えております。 

 以上でございます。 

○議長（生田目久夫君） 教育長。 

〔教育長 小林啓徳君登壇〕 

○教育長（小林啓徳君） 学校給食センターで食材として使われている地場産品について，お答

えをいたします。 

 平成１７年４月より３月７日現在でございますけれども，先ほど説明がありましたように，米

につきましては，１００％地元産米を提供しております。野菜につきましては，大根やキャベツ，

ジャガイモなど１５種類でございます。その他として，地元の巨峰等も使用しております。合計

しますと，１７品目で８万 4,６７７キログラムを購入しております。 

 さらに，もう少し詳しくご説明申し上げますと，平成１７年度の物資納入業者が３６業者ござ

いますが，その中で地元が８業者ございます。もやしを含む野菜の中に占める地場産品の比率で

ございますが，野菜につきましては１6.３％，同じく果物につきましては 7.３７％となっており

ます。 

○議長（生田目久夫君） １番益子慎哉君。 

〔１番 益子慎哉君登壇〕 

○１番（益子慎哉君） 質問に対して丁寧な答弁をありがとうございました。２問目の質問に入

りたいと思います。 

 １問目に出しました行政改革大綱で，ちょっと細かいところでご質問申し上げます。補助金等

の整理合理化ということがうたってありますけれども，「各種補助金について，行政として対応す

べき必要性，費用対効果，経費負担のあり方等について検証し，整理合理化を推進する」という

のと，２番目に，「終期の設定や不断の見直しなど，住民等に対する説明責任を果たしながら計画

的に廃止・縮減を図る」ということなんですけれども，私は，補助金の考え方というのは，やっ

ぱりこれから財政が厳しい中で，新しい提案としては，今までの考えというのをゼロに考えて，

各団体に提案型，私のところではこのようなことでこのように使うから，補助金を考えてみてく

れという，そのような提案型をとっていただいた方が，その団体に対しても活性化にもなるし，

提案型を使っていただければ，補助金というのも有効に見えていくような形と思うんです。その

辺を市ではこれから考えていただきたいと思いますので，どの辺，考えていただくのか。 

 そして，このごろ，３月から４月に変わるのに，いろいろな補助金がやっぱり削減的な，そう

いうので進められていまして，うちの方の水府地区あたりは，今まで補助金でいろいろ賄っても

らってたものが，来年度からなくなるということで，そういうのに対しての周知というのが全然

……，あまりなされていないような気がする。ちょこっとした説明で「はい，常陸太田市では従

来こういうふうにやっているからこの形で行きますよ」というのが，要するに，今月の今ごろに

なって話が出て，４月から行うというような形が結構多くて，混乱しているんですけど，その辺，
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周知活動というのをどのように考えているかというのをお答え願いたいと思います。 

 ２番目に，行政改革の方で，公共工事のコスト構造の改革等というようなことで入っています

けれども，先ほど，先輩議員からありました質問でも，やっぱり公共工事について，コストの改

革で進むというけれども，行政改革の中でどのように進めていくかというのをちょっとお答え願

いたいと思います。予定価格の９８％とか，９７％というような落札というのは，私なんかは大

変不自然のように思うんですが，その点，住民の信頼を確保するためにも，どのように考えてい

くかというのをちょっとお答え願いたいと思います。 

 農業関係なんですけれども，大変わかりやすいご説明，ありがとうございました。やっぱり担

い手の部分で，若くして農業を志す人とか定年退職した人というのは，今，これから始まる担い

手の育成の支援対象にはならないという，その辺もっと突っ込んで，こういうことをやってくれ

るんじゃないか，こういうことを一緒にやろうとか，そういうような行政の方でも意気込みなん

かを，ちょっと聞かせてほしいと思います。 

 あと，地産地消に対してですけれども，学校給食の方の考え方なんですけれども，ただいま商

工会とか農協を中心に，農産物を提供していただいているということなんですけれども，韮崎市

でちょっと資料をもらったんですけれども，農家に対して役所が，今月の給食はこんな献立でや

る。それに対して，私たちと協力農家になりませんかと，そこまで手厚くやっている。協力農家

に登録していただきましたら，今月はこんな内容で献立をやりますので，あなたのところでどれ

くらいのものができますかと，そういうきめ細かな対応というのもこれから必要なんじゃないか。

そういう中で，農家と学校がいろんな事業の中で結びつきもできるし，そして，農家の方々も，

自分の生産物が少ないなりにもいろいろと努力する結果というのが出るし，あとは，目の見える

ところで生産されているから，安全的にも約束されるんじゃないかと思うのでその辺，ちょっと

お答え願いたいと思います。よろしくお願いします。 

○議長（生田目久夫君） 答弁を求めます。総務部長。 

〔総務部長 萩谷暎夫君登壇〕 

○総務部長（萩谷暎夫君） 再度のご質問にお答えいたします。 

 まず，補助金につきまして，補助金の整理合理化ということでございますが，行政と市民の役

割分担を明確にいたしまして，補助金の必要性につきまして，検討してまいりたい。また，旧市

町村ごとに設置されている同種あるいは類似の団体につきましては，補助金の算定基準の統一，

事務事業や組織の統一を図ること，また，旧市町村内における地区限定の補助金につきましては，

公平性，一体性の確保の観点から，早期に解消することに努めてまいりたいと思います。 

 また，それぞれの団体につきまして，具体的に申し上げますと，平成１８年度の補助金につい

ては，それぞれの団体から申請を得て，それで，市の負担金審議会において決定をし，予算を査

定したわけであります。それぞれの団体には，予算が成立してから所管の方から伝えていくと，

そのようなシステムをとっております。 

 それから，３番目の，公共工事のコスト縮減につきましては，従来からこれは取り組んできた

ものでございまして，今後は，直接的な工事コストの縮減策に加えまして，工事の時間的なコス
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ト，あるいはライフサイクルコスト，環境安全等の社会的コストの低減項目を加えて，総合的な

コスト縮減を目指すということで，具体的には，この５年間で１０％の縮減を一応目標としてお

ります。 

 以上です。 

○議長（生田目久夫君） 産業部長。 

〔産業部長 沼田久雪君登壇〕 

○産業部長（沼田久雪君） 本市の農業についての中で，２回目のご質問にお答えいたします。

担い手育成の意気込みというようなことでございます。 

 先ほど申しましたように，今，アクションプログラムというのをつくって，５つの目標を掲げ

て推進していこうというふうなことで考えているわけでございます。この中で，担い手の現状，

育成目標，今後どのくらいの数の担い手，認定農業者を育成していくのかという考え方があるわ

けでございます。こういう中で，今現在７１おるわけでございますが，その目標では，平成２２

年までには９０名ぐらいにしていこうというようなことで，このアクションプログラムの着実な

推進ということを進めてまいります。 

 以上でございます。 

○議長（生田目久夫君） 教育長。 

〔教育長 小林啓徳君登壇〕 

○教育長（小林啓徳君） 地場産品にかかわる再度のご質問がありましたので，お答えを申し上

げたいかと思います。 

 議員ご提言がありました，協力農家との締結を結んだ栽培についてはいかがかというご提言が

ございました。学校給食センターといたしましては，安定納入が必須条件でございまして，指定

した日に，定まった規格で，定められた数量が納入されなければならないという点がございます。

ご提言がございました契約栽培等につきましては，担当課と調整をしながら進めてまいりたいと

思っております。 

○議長（生田目久夫君） 次，１９番川又照雄君の発言を許します。 

〔１９番 川又照雄君登壇〕 

○１９番（川又照雄君） １９番川又照雄でございます。お許しをいただきましたので，通告ど

おり一般質問をさせていただきます。 

 新生常陸太田市が誕生して，１年３カ月が経過いたしました。今議会には，平成１８年度の予

算が上程されておりますが，厳しい財政事情の中にあっても，新市のまちづくりの基本理念であ

る，市民の生活実感重視のまちづくりを求めていかなければなりません。ものだけでなく心の豊

かさも含めた，本当の意味での豊かな社会づくりが大きな課題になっております。言うまでもな

く地方自治体は，地域に住んでいる住民がつくり上げている団体であり，団体を構成する住民の

意向に基づいて，広い意味での住民の福祉を実現していくのが，その目的であります。地域の条

件に合わせて，きめ細やかに物事を決めて，実現していかなければなりません。合併後，市民間

にささやかれている議員に対する風当たりにもしっかりと耳をかし，議員の資質向上，議会活性
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化を考えていかなければなりません。私も市議会議員の１人として市民の負託にこたえ，その職

責を果たすべきと考えております。新市に地域意識の払拭を図り，美しさのある，真にゆとりと

豊かさを実感できる社会を期待し，その取り組みに積極的に参加したいと思います。どうぞよろ

しくお願い申し上げます。 

 それでは，通告どおり一般質問に入らせていただきます。 

 最初に，農業問題についてお尋ねをいたします。 

 「１０年，２０年先の自分たちの集落を考えたことがありますか」という集落営農についてで

あります。同僚議員の質問から，１点目の集落営農の内容・対応・対策につきましては，重複い

たしますので，割愛をさせていただきます。 

 ２点目の，その中心となる，当市における認定農業者，あるいは認定予定農業者は，全体の耕

作者のどれくらいの割合になるのか，お尋ねしたいと思います。 

 次に，圃場整備についてでありますけれども，これも，同僚議員の質問に対しまして，市長の

答弁等ございましたけれども，要望だけ言わせていただきたいなと思っております。 

 現状の圃場における環境の点で，今常陸太田市の農業を取り巻く環境の中で，担い手不足，圃

場条件のよしあしによる耕作引き受け手の問題，小作料の問題，転作減反の難しさ，高齢化によ

る先行き不安等の理由から，さらに耕作放棄地拡大が予想されております。この辺からも，当市

は，１０年，２０年先を読んでの積極的な圃場整備を推進すべきだと考えております。すばらし

い農地を所有する当市にとっては，その優良農地を守っていくことは，使命感さえ感じるのであ

ります。特に優良農地確保の視点で，圃場整備を推進してほしいと要望いたします。 

 ３点目に，耕作放棄地拡大防止対策についてお尋ねをしたいと思います。 

 当市の基幹産業の位置づけ，あるいは国の食糧自給率向上という点でも，優良農地は積極的に

確保していかなければなりません。その点での各地区に展開する耕作放棄地拡大防止対策につい

て，今年度の方策をお尋ねいたします。以上，農業問題についてお尋ねしたいと思います。 

 次に，環境問題についてお尋ねをいたします。 

 ３７2.０１平方キロメートルの面積を持つ当市にとっては，今後ますます不法投棄による大気

汚染，水質汚濁などの生活環境の悪化，自然保護の問題が懸念されておりますが，国内において

も，２００３年に判明した不法投棄件数は８９４件で，投棄量は過去最大で７4.５万トンと発表

され，何百億円もの修復費がかかると報じられております。 

 最初に，当市の不法投棄の現況についてお尋ねをいたします。 

 次に，実際には，実行現場を押さえ，未然に防止することは大変難しいと言われておりますが，

当市の防止策についてお尋ねをいたします。 

 不法投棄には，個人のポイ捨て，犬のふん，そういう問題から大規模な産業廃棄物まであり，

規模も種類も千差万別であります。今後，さらなる全市民への協力要請と監視体制づくりが必要

と思いますが，ご所見，ご見解をお伺いいたします。 

 さらに，ごみ有料化と収集についてお尋ねいたします。 

 環境省も，廃棄物処理法の基本方針を改正し，ごみ処理手数料を原則徴収としました。実際に
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有料化によってごみが減ったと言われておりますが，新たな問題として，有料化・分別化が市民

の負担を増加させ，不法投棄がふえたとも，あるいは有料化によって得られた財源の使途が不明

確などの批判も指摘されております。このようなことは，当市にはないとは思いますが，この点

での今後の検証，見直しはあるのか，ご答弁願います。 

 収集については，障害者や高齢者宅へのすべてのごみの有料個別収集方式についてであります。

障害者や高齢者にとっては，ごみ処理は大変な苦痛でもあります。家電４品目や粗大ごみの問題

もあるとは思いますが，それも含めた一般ごみまで，希望者には実施してほしいと思いますが，

ご答弁をお願いいたします。 

 続きまして，公民館活動・組織についてお尋ねしたいと思います。 

 各地区に展開している公民館は，社会教育法に基づき設置され，一定地域の住民のために実生

活に即した教育・学術・文化に関する各種事業を行い，住民の集会に便宜を供する施設とされて

おります。 

 当市においても，各地区２６公民館においてすばらしい公民館活動が展開されているようです

が，合併後，さらなる大きな活動が求められてきたと思います。少子高齢化社会への対応，学校・

家庭・地域などの事件・事故に対する安全安心確保など，それぞれの地域にある諸問題の解消，

エコミュージアム活動の拠点として，サテライトとしてもこれから大切だろうと思っております。

つまり，大きくなった地方自治体をフォローする役割も生まれてきたように思いますが，今後，

行政側よりその役割を提案すべきときだと考えますが，この点についてご質問をしたいと思いま

す。 

 また，組織については，これらのさらなる活発な活動をするためには，公民館運営組織の見直

し，副公民館長も置くなど，運営委員の数にも，活動規模・内容に応じた地域差もあっても当然

ではあるというような考え方を持っておりますけれども，この点についての公民館活動・組織に

ついてのご所見・ご見解をお尋ねしたいと思います。 

 以上で１回目の質問を終わります。 

○議長（生田目久夫君） 答弁を求めます。産業部長。 

〔産業部長 沼田久雪君登壇〕 

○産業部長（沼田久雪君） 農業問題について，集落営農について，それから耕作放棄地拡大防

止対策について，２項目についてご質問がございました。 

 まず初めの中で，今回の品目横断的経営対策の該当となる数，あるいは認定農業者等について

のご質問にお答え申し上げます。 

 今回のこの対策で該当となる集落営農団地，農家，あるいはＪＡを通して出荷している大豆，

麦の生産農家で見てみますと，おおむね大豆が１８２名程度，それから麦については１９６名程

度と考えられております。 

 このうち，この対策の条件を満たすことができると想定される団体，農家について，これは特

認事項というのがこれから検討されるわけでございますが，これを除いてみますと，４ヘクター

ル以上の認定農業者，農家，２３名程度，集団営農組織関係１１団体が考えられ，非常に厳しい
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状況が考えられます。今後，ＪＡ等詳細の調査を踏まえ，対象農家への説明，集落営農について

の合意形成について取り組めるよう，ＪＡ，県普及センターなどと十分に協議を行い，対象農家

への指導について推進をしてまいりたいと考えております。 

 次に，耕作放棄地拡大防止対策についてお答えいたします。 

 ２００５年の農業センサスにおける遊休農地の最新版の結果では，市全体で９７0.９ヘクター

ルとなっております。前回の１２年度の６３７ヘクタールより３３3.９ヘクタールの増加をして

きております。急速に進む高齢化と担い手不足により，面積の拡大が懸念されているところでご

ざいます。この耕作放棄地の防止対策については，農地の流動化を図り，地域の若手農業者に集

積する受託組織の育成，ＪＡ，有限会社みずほ農援，あるいは生産法人などの組織拡大を図るこ

とが必要であると考えておるわけでございます。 

 それから，担い手の農地の流動化の促進活動でございますが，本年度は，昨年１０月１日から

１２月２８日まで，農業委員会の流動委員を中心に実施したわけでございます。市内全域を対象

に実施をいたしました。この結果，再設定を含め３６０件，約８５ヘクタールの流動化を推進す

ることができたわけでございます。これらを含め，現在，市全体では約６１８ヘクタールの利用

権が設定されており，遊休農地の回避に努めているところでございます。引き続き担い手の拡大，

流動化の促進に努めてまいりたいと考えています。 

 以上でございます。 

○議長（生田目久夫君） 市民生活部長。 

〔市民生活部長 綿引優君登壇〕 

○市民生活部長（綿引優君） 環境問題についてのご質問にお答えいたします。 

 最初に，不法投棄の現況についてお答えいたします。 

 今年度の実績を見ますと，２月末現在で太田地区が８０件，金砂郷地区が２８件，水府地区が

８０件，里美地区が５０件，計２３８件となっております。品目別では，家電４品目やタイヤ，

自転車が特に目立っており，そのほか，空き缶等のポイ捨てなどが数多くあります。これらの情

報は，地元町会長や住民の方々からのものであります。悪質な物件については，茨城県や警察と

の連携で対処しているところであります。 

 次に，防止対策につきましては，茨城県ボランティア不法投棄監視員や，市，郵便局，警察で，

ごみ等の不法投棄の情報提供等に関する覚書を締結し，行政と関係機関が協力して，不法投棄の

早期発見，未然防止を行っています。また，常陸太田地区においては，地元の町会長を環境美化

推進員に委嘱し，不法投棄の早期発見や，啓発用看板設置を行うなどの防止策をとっております。

来年度より，街をきれいにする運動推進協議会の支部設立を行うなど，市内全域を対象にした環

境美化推進員の充実により，守備範囲の拡充を図って，地域住民との連絡体制を強化するなど，

不法投棄の防止に努めてまいります。 

 続いて，ごみの有料化によって得られた財源の使途が不明確などの批判も指摘されており，今

後の検証，見直しはあるのかとのご質問でありますが，ごみ処理関係の手数料は，すべて一般会

計の収入となっており，歳出の処理費用に充当されております。また，ごみ処理手数料について
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は，現在ごみ袋１枚当たり３０円，持ち込みでの手数料は，１０キログラム当たり１５０円であ

ります。県内の他市町村の状況を見ても，妥当な金額であると考えております。 

 次に，ごみ収集について，障害者や高齢者への有料個別収集についてでございますが，現在，

市において，粗大ごみにおいては申し込みにより個別収集を行っておりますが，一般家庭のごみ

は，ステーション方式により収集を行っていることから，個別収集は行っておりません。また，

個別収集は，許可を受けている収集業者や，居宅介護サービスの中でホームヘルパーによる日常

生活の支援を行うサービスがありますので，それらの利用をお願いしたいと考えております。 

 以上でございます。 

○議長（生田目久夫君） 教育長。 

〔教育長 小林啓徳君登壇〕 

○教育長（小林啓徳君） 公民館についてのご質問にお答えをいたします。 

 まず，公民館活動の現在の状況でございますけれども，常陸太田地区といたしましては，各種

教養・趣味の講座・教室，さらには，スポーツレクリエーション大会，三世代交流事業や敬老会

等を活動としております。金砂郷地区では球技大会やウオーキング教室等，水府地区ではふるさ

と祭りを初め，体育祭，スポーツ大会等，里美地区では運動会やウオーキング教室，敬老会等を

中心に行っております。これらの活動につきましては，それぞれ合併前から長い間，地区の実情

に応じた形で実施されており，違いがあるのが現実でございます。 

 次に，運営組織につきましては，合併前に４市町村の条例，規則を整理統合いたしまして，現

在各館の運営につきましては，公民館運営審議会，館長，主事のほか，必要に応じて嘱託職員を

加えて行っているところでございます。 

 議員ご質問の中で，運営組織に地域差があってもよいのではないかとのご指摘でございますけ

れども，市の条例，規則の規定によりますと，公民館運営審議会委員につきましては，人数の上

限はありますけれども，地区の実情に応じた人数とすることができること，また，主事につきま

しても，複数の人数を置いている状況もありまして，弾力的な組織ができるようになっておりま

す。 

 公民館の活動，運営組織のいずれにつきましても，合併前からの地域差をできるだけ近づける

方向で，公民館長会議等を通して調整を行っているところでございます。また，現在，公民館の

今後のあり方について，市社会教育委員会議に諮問中であり，今年度には答申の予定となってお

ります。これらを参酌しながら，活動や運営組織が充実するよう，今後の調整に当たってまいり

たいと思います。 

○議長（生田目久夫君） １９番川又照雄君。 

〔１９番 川又照雄君登壇〕 

○１９番（川又照雄君） ご答弁ありがとうございました。 

 最初の，認定農業者を含めた担い手の確保の点では，本当に大変でありますけれども，今後を

考えますと，当然それはやらなければならない問題だと思っております。この確保・育成につい

ては，関係機関の連携も大切でしょうし，市としてもその役割を果たしてほしいと思っておりま
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す。 

 その中で，担い手候補者の洗い出しや働きかけをする意味からも，農地基本台帳の整備が大切

だと言われておりますけれども，当市における農地基本台帳は，それを十分対応できるものなの

かを，１点お尋ねしたいと思います。担い手の意向に応じての計画にも時間を要することが懸念

されますので，関係団体が総力を挙げて取り組んでほしいと要望いたします。農地基本台帳につ

いての１点について答弁をお願いしたいと思います。 

 それから，耕作放棄地については，その中で，近年特に問題視されていることは，土地持ち非

農家による耕作放棄の増加の問題と，もう１点は，相続により農地を所有することになった不在

地主の問題があります。当市においてのその点での現況と，あるいは対応策もありましたらば，

ご答弁をいただきたいなと思います。 

 環境問題につきましては，今度は市民の役割として，不法投棄されやすい箇所を，市民一人ひ

とりが考え，それぞれの地域の中からその見回り活動などをする，言うなれば市民の役割として

の環境教育・啓蒙について必要ではないかなと思いますので，この点についてのご所見をお伺い

したいと思います。 

 ごみの有料化，収集については理解をいたしました。 

 それから，公民館につきましても理解をいたします。 

 以上で，私の一般質問を終わりにしたいと思います。ありがとうございました。 

○議長（生田目久夫君） 答弁を求めます。産業部長。 

〔産業部長 沼田久雪君登壇〕 

○産業部長（沼田久雪君） ２回目のご質問についてお答えいたします。 

 まず初めに，農地基本台帳の整備についてお答えをいたします。 

 農地基本台帳については，土地の登記簿等を基本として，日々台帳の加除を行っているところ

でございます。それらの整備対応をしておるところでございます。今後についても，引き続き，

充実を図りまして，先ほどご質問のような状況に対応できるようにしてまいりたいと考えてござ

います。 

 次に，非農家による耕作放棄地の増加，相続による不在地主についてお答えいたします。 

 不在地主は，相続により非農家の方に所有権が移る場合などに見受けられるわけでございます

が，現在，先ほど申しました流動化の面積が１つあるわけでございますが，不在地主というもの

になりますと，把握というものがされていない状況にはございます。これらについては，流動化

を推進していく中で，全体的な把握，地域の農業委員，流動化委員，そういう関係者などからの

情報を得ながら，今後把握に努めてまいりたいと考えています。 

 以上でございます。 

○議長（生田目久夫君） 市民生活部長。 

〔市民生活部長 綿引優君登壇〕 

○市民生活部長（綿引優君） ただいま議員の方から，市民一人ひとりが考え，それぞれの地域

の中から見回り活動などをするとの提案がございましたが，まさしくその活動が市全体に広がっ
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て，市民一人ひとりが不法投棄は許さないという意識や注意の目を向けてくれるような活動が定

着すれば，不法投棄にも相当な抑制効果ができると思います。そのためにも，合併間もない状況

でありますが，環境教育や啓蒙活動をすることによって，また，各地区には環境問題に真剣に取

り組んでいる人たちがいるとのことでありますので，地域の結集力を期待し，徐々にであります

が，小さな芽が市民の活動へと発展できるような啓蒙活動にも，取り組んでまいりたいと考えて

おります。 

○議長（生田目久夫君） 次，７番菊池伸也君の発言を許します。 

〔７番 菊池伸也君登壇〕 

○７番（菊池伸也君） ７番菊池伸也であります。ただいま議長からお許しをいただきましたの

で，通告どおり質問をしたいと思います。 

 最初に，非常勤特別職報酬の郵便口座振り込みについてであります。 

 昨年９月に実施された郵政民営化選挙と言われた衆議院選挙も，小泉首相率いる自民党の圧勝

に終わり，郵政民営化法案も衆参両院を通過し，確実に郵政民営化は進められております。 

 そういう中で，本市においては，農協の合併等により，組織の合理化・再編が進められており，

農協支所の統廃合により，支所の数が激減をしております。地域によって，金融機関の利用につ

いては大変に深刻な問題であります。市内全域を見ましても，郵便局の存在は，毎日の生活に深

いかかわりを持ち，非常に重要な位置を占めていると思います。本市においては，税関係を中心

に，多岐にわたり郵便局との協定書を取り交わしているとのことでありますし，郵便局の窓口業

務や口座振替が，多くの市の業務をサポートしていると思います。また，金砂郷地区の市職員の

給与振り込みなどは，協定書継続中ということで，現在も行われているようであります。 

 このような状況の中で，どうして非常勤特別職の報酬だけが郵便局への口座振り込みをできな

いのかということに，市民は大いに不信感を抱いておるかと思います。自家用車を運転できない

山間地の高齢者は，年金受領を農協支所口座から郵便局口座へ変更したばかりのところへ，今度

は市役所から郵便局への振り込みはだめですと言われれば，銀行支店もＪＡ支所もない地域の高

齢者は途方に暮れるかと思います。旧太田市の中心部でさえ銀行支店もＪＡ支所もない状況を，

関係職員は十分に認識されるべきであると思いますし，さらにその上で，住民の立場に立った行

政サービスに心がけるべきであります。 

 本件に関しましては，昨年８月２８日水府総合センターにおいて開催された市政懇談会の席上

で，一住民の方が質問に立ちまして，非常勤特別職の報酬振り込みを郵便局の口座でもできるよ

うにお願いをしたいとの質問がありました。なおかつ，市長に要望書として手渡したということ

であります。市政懇談会の席上，私は，市長が質問に対して非常に前向きの答弁を明快にされた

ことを記憶しております。 

 そこで，市長にお伺いします。１８年度以降については，非常勤特別職の報酬振り込みが郵便

局でも可能になるのかどうか，今後の取り扱いと考え方についてお伺いいたします。 

 続いて，環境問題の取り組みについてお伺いをしたいと思います。 

 ２１世紀は，環境の時代と言われております。今日の環境問題は，河川の汚れや廃棄物の増加
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による不法投棄などの身近な問題から，温暖化などの地球規模の問題まで，広い範囲にわたると

ともに，複雑かつ深刻化しています。これらの問題に対処するため，行政に課せられた役割には

大きなものがあると考えます。そこで，本市の環境問題の取り組みについて，市長を初め関係部

長にご質問をいたします。 

 １点目でありますが，環境に配慮したエネルギーの利用の促進についてであります。 

 京都議定書が昨年２月に発効し，日本は，温室効果ガスの排出削減を正式に義務づけられまし

た。そこで注目を集めているのが，地球温暖化の原因となる二酸化炭素の排出量が少ない太陽光

や風力，バイオマスなどの自然エネルギーであります。特に太陽光や風力は，幾ら使っても枯渇

することはありません。資源に恵まれず，エネルギー自給率が約４％と低い日本にとっては，一

層の活用が求められております。風力発電は，風の力で風車を回すという単純な仕組みでありま

すが，風のエネルギーの約４割を電気エネルギーに変換できます。 

 また，環境学習を通じて，子供たちに早いうちからエコロジーへの関心を持ってもらうために，

教育委員会においては，学校の理科の学習教材に風力発電装置を活用することをご提案したいと

思います。そこで，里美地区において増設計画が進められている風力発電についての，現在の状

況と認識についてお聞きいたします。 

 バイオマス資源の利活用の推進についての考え方を申し上げますと，バイオマスは，再生可能

な有機性資源の総称であります。稲わら，木材，生ごみ，家畜ふん尿など，幅広いものが当ては

まります。もともとは，大気中の二酸化炭素を取り込んで成長した植物に由来するため，消費し

ても大気中の二酸化炭素濃度をふやすことはありません。新エネルギー財団によると，利用可能

な国内のバイオマスエネルギーは，原油換算で年間 3,３００万キロリットルに相当すると言われ

ております。このうち半分は紙や木材で，残りは食品廃棄物２２％，家畜ふん尿１３％などとな

っております。 

 ただし，日本の総エネルギーに占めるバイオマスエネルギーは，まだ１％ほどしかありません。

バイオマスの中でも，一般的なのが木材であります。現在，里美地区においてバイオマスリサイ

クルセンターを整備し，林産ラインに係る事業を展開していることでありますが，その経営が厳

しい状況にあると伺っております。 

 料金面の改善，効率的な運営や作業確立などにより，積極的に経営改善に取り組んでいるとの

ことでありますが，将来にわたり地域の環境や水資源を守り，産業の活性化を図るためには，バ

イオマスは大変重要でありますので，より一層の研究とご努力の期待を申し上げるとともに，バ

イオマスに対する市長のご所見をお願いしたいと思います。 

 ２点目になりますが，生活排水対策についてお伺いいたします。 

 本市は，水と緑に恵まれた自然が豊かな地域であり，まさしく山紫水明の地と言えます。山田

川や里川などの清流が流れています。しかし，最近では，炊事，洗濯，入浴などの日常生活に伴

い排出される生活排水による汚れが，河川の水質に影響を及ぼしていることは確実であります。

これら生活排水としては，公共下水道，旧金砂郷と旧水府で整備を進められている特定環境保全

公共下水道，合併処理浄化槽などの処理施設の整備があります。そして，これらの処理施設の整
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備に当たっては，地形等の自然条件，集落の形成状況などの地域の特性を踏まえ，効率的に整備

していくことが必要であります。 

 平成１６年３月末現在の排水処理率を県内８３市町村で見てみますと，旧里美村が３１位，旧

常陸太田市が３４位，旧金砂郷町が５７位，旧水府村が６７位となっております。このように，

県内全市町村における本市の順位から見ましても，生活排水対策は，今後とも積極的に取り組む

べき課題であると考えております。 

 そこで，生活排水の適正処理を促進して，山田川や里川などの清流を維持していくことが必要

と考えますが，生活排水処理施設について，今後どのような方針のもとに整備していくお考えな

のか，お聞きいたします。また，合併処理浄化槽の設置に対する旧里美村の支援策について，ど

のように評価をしているのかについても，お伺いをしたいと思います。 

 ３点目でありますが，不法投棄についてお尋ねします。 

 不法投棄の件数は年々ふえております。環境調査によりますと，平成１６年度の都道府県別不

法投棄について，茨城県は件数では全国第１位，投棄量では第２位となっております。本市の状

況を見てみますと，今後，不法投棄が行われる土壌ができつつあるのではないかと危惧するもの

であります。なぜならば，木材価格の低迷や林業採算性の悪化などから，林業生産活動は停滞し，

必要な森林整備が十分行われず，森林がますます荒れてくると思われます。また，農地におきま

しても，農業従事者の高齢化や後継者不足などにより，遊休化がどんどん進むものと思われます。

このように，本市においても，不法投棄をしやすい環境がさらに整いますことから，不法投棄が

ふえることは確実であり，さらには悪質化してくるものと思われます。 

 このため，これまでも取り組んでこられた立て看板の設置や，不法投棄監視員のパトロールを

強化するなどの対策を充実することはもちろんのことでありますが，私は，抜本的な対策，例え

ば，行政に頼るのではなく，市民総ぐるみで郷土を守るための監視体制の整備を講じる必要があ

ると考えます。そこで，不法投棄対策について，今後どのように取り組んでいかれるのか，お伺

いをいたします。 

 以上で，第１回目の質問を終わります。 

○議長（生田目久夫君） 答弁を求めます。市長。 

〔市長 大久保太一君登壇〕 

○市長（大久保太一君） 菊池議員の最初にご質問のございました，非常勤特別職報酬の郵便局

口座振り込みについてのご質問に，お答えをいたしたいと思います。 

 非常勤特別職報酬の郵便局への振り込みにつきましては，住民の利便性を考慮しまして，さら

に，先ほどお話がありましたように，希望する方も多いということから，平成１８年度から実施

をしてまいりたいと思います。現在までに常陸太田郵便局，あるいは水戸中央郵便貯金サービス

センター，さらに，財務会計を業務委託している茨城計算センターと打ち合わせを行いまして，

１８年度実施に向けて，事務を進めているところでございます。 

 続きまして，環境問題の取り組みについて，環境に配慮したエネルギーの利用促進ということ

で，バイオマスリサイクルセンター等も含めて広くご質問がございました。 
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 ご案内のとおり，廃棄物の処理及び清掃に関する法律の一部改正によりまして，これまで焼却

処分されておりました林業・製材加工業から発生するバーク，あるいは木質端材などが焼却禁止

となっておりまして，そこで，農林業など第一次産業を中心として栄えてきた水府・里美地区に

おきましては，これまで製材加工業において焼却処分されておりましたバークあるいは木質端材

や林業における間伐材，地域で発生する選定枝などを，未利用有機質資源としてとらえまして，

炭化物やチップ，粉砕バークなどにリサイクルをして，循環利用を推進する施設として，ご案内

のとおりの森林バイオマスリサイクルセンターが整備され，新市に引き継がれてきております。 

 施設管理，運営に当たっては，指定管理者制度を導入いたしまして，第三セクター有限会社バ

イオマスリサイクルセンターが，指定管理者としてただいま業務に当たっておるのは，ご案内の

とおりであります。経営は極めて厳しい状況にございまして，その維持管理経費の削減，それか

ら，問題は処理量，さらには製品の販売等によります収入の増加を図りますために，今，経営改

善に取り組んでいるところでございます。この施設は，１６年１２月から本格稼働に入ったとこ

ろでございますが，近く，平成１７年度の１年間を通した経営状況の報告を受けることとなって

おりまして，今後におきましても，このバイオマスの利活用に関する経営の改善ということに努

めていく必要があると思っております。 

 さらに，全体をとらえてのバイオマスの利活用を今後どう考えるのかというご質問でございま

すが，今，はっきり言いまして，この常陸太田市も含めて，このバイオマスの利活用については，

まだまだこれからの課題というふうにとらえております。したがいまして，情報の的確な把握，

あるいは資源循環型社会の構築に向けた国・県との施策等も合わせながら，これから取り組んで

いく課題だというふうに考えております。同時に，バイオマスを活用しました環境保全型農業の

展開ということで，常陸太田市ブランド化の創出ということを，今，考えておりまして，地域産

業，経済の活性化に向けまして，取り組んでいく考えでございます。 

 いずれにしましても，まだまだこのバイオマス利活用は，ご案内のとおり，これからの課題と

いうことでとらえていきたいというふうに思っております。先般，畜産バイオマスに関しまして，

そのあり方について，実際に畜産関係に携わっている皆様と話し合いをする機会を持ったわけで

ありますが，やはりリース事業として，家畜のふん尿の処理をしていくという方向づけはでき，

ご納得もいただきましたが，できた堆肥をどう使うのかということになりますと，まだその先が

明るい見通しにはなっていないというのが現状であります。今後，農協等とも農産物のブランド

化に向けた，あるいは有機栽培の中で，この利活用を図ってまいりたいというふうに考える次第

でございます。 

○議長（生田目久夫君） 市民生活部長。 

〔市民生活部長 綿引優君登壇〕 

○市民生活部長（綿引優君） 環境問題の取り組みについてお答えいたします。 

 最初に，生活排水対策についてでありますが，当市の生活排水対策は，茨城県が策定した生活

排水ベストプランを上位計画とし，生活環境の改善，公共用水域の水質保全を図ることを基本に，

公共下水道，特定環境保全公共下水道，農業集落排水事業，合併処理浄化槽設置事業等により，
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一体的な整備を行っているところです。 

 現在，国の動向を見ますと，今まで事業ごとに各省庁で対応していたものが，内閣府が主管と

なり，地域再生計画の策定を推進しております。この中で，合併処理浄化槽交付金には，従来の

補助型と市町村設置型がありますが，国・県の方針は，補助型を縮小し，市町村設置型の普及拡

大を推進しております。 

 ご質問の，旧里美村で整備しております戸別合併処理浄化槽設置整備事業の評価についてお答

えいたします。 

 この事業は，平成１１年度から市町村設置型として実施し，平成１７年度までに４０６基を設

置しており，平成１８年度が最終年度となっております。導入経過をたどりますと，公共下水道

及び農集排施設と比較した費用対効果，整備期間を検討したところ，中山間地域における方策と

しては最善との見解であったわけであります。さらに，浄化槽の管理を行政が行うことにより，

保守点検，清掃などの維持管理や法定検査の受検が確実にでき，本来の水質浄化が図られること

と，水洗化率向上に果たす役割は大きなものと考えられます。 

 市内全域を対象に事業展開をする場合には，地域の条件を精査し，生活排水ベストプランはも

とより，各種計画との整合性を図り，新たな地域再生計画を策定する必要があります。また，市

が維持管理を行うわけでありますので，財政面の負担増が懸念され，適正な使用料設定などの課

題点もあります。結論として，計画的な整備を行う場合には，市町村設置型はすぐれているので，

メリット，デメリットを慎重に見きわめて検討してまいりたいと考えております。 

 次に，不法投棄対策についてでございます。 

 今後の取り組みにつきましては，先ほどの川又議員の質問に答えたとおりになりますが，１，

市，郵便局，警察によるごみ等の不法投棄の情報提供に関する覚書の締結，２，街をきれいにす

る運動推進協議会の支部設立に伴い，環境美化推進員の委嘱で守備範囲の拡充を図る，３，県が

主管する茨城県ボランティア不法投棄監視員制度の有効活用を図ることであり，当面は，１つず

つ内容を充実させることも重要なことと考えておりまして，指導体制の強化を図るほか，環境教

育や啓蒙啓発の充実に努めてまいりたいと思います。 

 以上です。 

○議長（生田目久夫君） 里美支所長。 

〔里美支所長 藤田宏美君登壇〕 

○里美支所長（藤田宏美君） 里美地区に建設中の風力発電についての現在の状況と，それから

認識，評価についてというお尋ねにお答えをいたします。 

 現在，里美牧場内に，風力発電の建設を進めておりますのは，東京に本社がありますＩＰＰジ

ャパン株式会社が，２年前に里美地区に里美牧場風力発電株式会社を設立いたしました。スペイ

ンのエコテクニア社製の発電能力 1,６７０キロワット，今，里美に立っているのは６００キロワ

ットの能力を持つ風力発電ですから，約３倍程度の発電能力を有するものであります。これを，

６基の建設をしているものであります。現在の進捗状況は，基礎工事が終わりまして，徳田町に

設置されている東京電力の高圧送電線までの伝送路の工事と，それから変電所設備工事を，同時
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に進めているところであります。 

 ２点目の，これらの認識，評価についてでありますが，里美地区においては，古くから３カ所

の風力発電所，それから，３年前から風力発電１基の自然エネルギー発電施設があります。それ

らの成果をもとに，民間で行われる自然エネルギーを活用する事業についても，できる範囲で協

力をしたいと考えております。いずれにしても，今，世界的に地球温暖化防止のための意識が高

まっている中では，このようなクリーンエネルギーの活用は重要であります。地域イメージアッ

プに大いに貢献できるものと期待するとあわせて，そうした施設が当市に存在することは誇りで

あると考えております。なお，これらの建設が計画どおり進めば，発電の供給開始はことしの９

月の予定であります。 

 以上，答弁を終わります。 

○議長（生田目久夫君） ７番菊池伸也君。 

〔７番 菊池伸也君登壇〕 

○７番（菊池伸也君） ただいまは，大変懇切丁寧なご答弁ありがとうございます。３点ほど再

質問をしたいと思います。 

 まず，最初の非常勤特別職報酬の口座についてでありますが，これは１８年度から実施してい

ただけるという方向であるとのご答弁，感謝を申し上げます。 

 しかしながら，郵便局に関しましては，これ以外の部分も大変多くありまして，例えば，入院，

あるいは手術などをした場合の高額療養費等の口座振り込みなどについても，事務連絡で口座を

指定する場合は，郵便局を除くというような連絡があるようでございます。とすると，その地域

に郵便局しかない場合，それが非常に遠い場合もありまして，できればこういう地域の状況を考

えていただきますと，郵便局をぜひ利用していただきたいなと思うわけであります。 

 それでなくても，郵便局に関しましては，２００７年１０月の郵政民営化で持株会社に移行す

る会社として，ことし１月に発足しました日本郵政株式会社というものがありますが，この下に

は民営化後，郵便事業会社，郵便局会社，郵便貯金銀行，そして郵便保険会社の４社が置かれる

とされております。当然，地域の特定郵便局などは，その手数料で成り立つのかなと思いますが，

日本郵政株式会社において，現在さまざまな新規事業が計画されたり，実施することを検討して

いるようであります。銀行もＪＡの支店もない地域での郵便局が，そこに住む人々にとっては，

先ほども申し上げましたけれども，日常の財布がわりでもありますので，ぜひとも有効利用でき

るように，積極的な取り組みをお願いしたいなと思います。地域の郵便局をいつまでも存続させ

るためには，より多く使っていただけるような協定が結べないものかどうか，再度，市長のお考

えをお伺いしたいと思います。 

 次に，環境問題の取り組みの中でありますが，スイスに本部を置きます国際規格認証機構ＩＳ

Ｏが定めた環境マネジメントシステムの国際統一規格１４００１というのがありまして，認証制

度となっております。これを取得することによって，環境に配慮をした経営を自主的に行ってい

る証明になるわけであります。全国でも，この取得を目指す自治体がふえていると言われており

ます。 
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 生活排水対策として，里美地区の戸別合併処理浄化槽の設置事業が，地形や地域の特性を踏ま

えた上でも非常に効率的であることは，先ほどの申し上げた順位でもわかりますが，ご答弁の内

容でもそのようであります。この事業が，里美地区において１８年度で完了するということであ

りますから，水府地区や金砂郷地区の北部地域において，ぜひとも事業継続をするべきであるか

と思いますが，考えをお聞かせください。また，特定環境保全公共下水道の計画で，最初から抜

けている水府地区での話なんですが，棚谷町，西染町などの今後の整備等についてのお考えも，

あわせてお聞かせ願いたいと思います。 

 次に，不法投棄対策についてでありますが，産業廃棄物の不法投棄が，本市においてはこれま

であまり問題になっていない，あるいは，非常に少ない状況にあるということはわかりました。

家電品とかそういうことを除いてであります。しかし，本市でも，先ほど申し上げましたように，

不法投棄の可能性がありますことから，事前の手だてを打っておく必要があると思います。 

 このたび，県においては，市町村長の希望により，市町村の職員を県職員に併任することがで

きることとされたと聞いております。市町村職員が産業廃棄物に係る立入検査証を所持できるこ

ととなるため，これまでのように相手方から難色を示されることなく，市町村職員も現場に立ち

入ることができるようになるとのことであります。 

 そこで，本市におきましても，不法投棄現場の早期発見，早期対応に効果があると思いますの

で，また，職員の危機管理を促す意味におきましても，当然に市職員の県職員の併任について希

望されるべきであると考えますが，市長のご所見をお願いいたします。 

 以上で，私の質問を終わりたいと思います。 

○議長（生田目久夫君） 答弁を求めます。市長。 

〔市長 大久保太一君登壇〕 

○市長（大久保太一君） 再度のご質問にお答えを申し上げます。 

 まず最初に，郵便局を使っての利便性の向上というお尋ねについてであります。 

 私も全くそのとおり，考え方は一緒であります。実は，ことしに入りまして，太田市内の太田

郵便局長を初め，すべての局長との懇談会を持ちまして，これから郵政民営化の方向に向けて，

一体今の郵便局が地域に対してどういう貢献ができるかという話し合いを持ったところでござい

ます。そんな中で，今，議員お尋ねのような，ほかの料金の導入についても，今後，検討をする

ことということで，約束をしておるところでございます。 

 なぜ今までできなかったかということは，ただ１点でございまして，市の金融機関として常陽

銀行を指定いたしております。今まで民営化がされていない郵便局におきましては，簡易為替取

引の協定が結ばれていないという状況下にございまして，実際に郵便局を利用する場合には，現

金または小切手を持ちまして，郵便局まで行って振り込みをしないと使えなかったというのが実

情でありまして，ご案内のとおり，小切手や現金を扱うという点では，いろんなトラブルのもと

にもなるということで，これを自動振り込み等ができるようになるのは，まだ少し時間はかかる

かもしれません。郵政民営化のタイミングに合わせまして，これを図っていきたいというふうに

考えております。 
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 それから，２点目の，環境対策としてのＩＳＯ１４００１のことに関して，自治体によっては

この取得をしている市も，茨城県内にもございます。私の考えますのは，これは，品質を確保す

るという意味からの環境対策の一環で，国際的な基準・規格になっているわけでありますが，も

う少し，この常陸太田市の例えば職員等におきます機構改革ですとか，人材の育成ですとか，あ

るいは業務そのものの見直し等をまず基礎に置かないと，このＩＳＯ認証取得に向けてはなかな

か難しい。私は，今の力では少々無理があるのではないかと，時間がかかる課題であるというふ

うに認識をいたしております。 

 それから，先ほど特別環境対策としての下水道事業，いわゆる特環下水道事業について，その

対象となっている地域もあるし，ない地域もあると，こういうご質問でございました。考え方で

ございますが，認可を受けております１期工事のところは，今，工事を鋭意進めているところで

あります。しかし，２期工事の計画は，既に概略できておりますが，それを踏まえましても，い

ろんな地域で抜けている集落があるのも事実でございます。したがいまして，２期工事につきま

して，それを推進するに当たっては，それぞれの地域を見直すと同時に，本当に特環下水道の事

業でいいのか，あるいは合併浄化槽とか農集排事業でいいのか，その辺も見直す必要があるだろ

うと思います。 

 これは，その工事を進めていきますための費用だけの問題ではなしに，実際に加盟をしていた

だく市民の皆様方のご負担ということも考える両方から，その工事の２期工事については見直し

をする必要があるというふうに，基本的に考えております。今後の課題として，検討を進めてま

いりたいと思っているところであります。 

 それから，不法投棄に関して，茨城県が市町村の職員を立入調査のできる権限を持った職員と

して任命をするという制度がスタートいたしました。幸か不幸か常陸太田市の場合に，県内全域

に比べまして，不法投棄の量，件数ともにそう多いレベルではないということで，今回，常陸太

田市の職員の任命ということは見送りとなった次第であります。私としては，そういうことを進

めていくことは当然必要なことであると思っておりますので，今後も引き続き，県との連携をと

ってまいりたいと思います。基本的には，議員もご指摘のとおり，市民一人ひとりがそういう現

場を見ましたときに，早く市の方への電話通報で結構でございますから，していただくことを強

くお願いをしたいところであります。そのことによって，適切な処理を図っていきたいと思いま

す。 

 以上でございます。 

○議長（生田目久夫君） 里美支所長。 

〔里美支所長 藤田宏美君登壇〕 

○里美支所長（藤田宏美君） 訂正をさせていただきます。先ほどの答弁の中で，里美村は古く

から３カ所の風力発電所と申し上げましたけれども，３カ所の水力発電所であります。おわびい

たします。 

○議長（生田目久夫君） ２時４５分まで休憩いたします。 

午後２時３２分休憩 
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            ──────────────────― 

午後２時４５分再開 

○議長（生田目久夫君） 休憩前に引き続き会議を開きます。 

 次，３番平山晶邦君の発言を許します。 

〔３番 平山晶邦君登壇〕 

○３番（平山晶邦君） ３番平山晶邦であります。私は，選挙を経て議員にさせていただいてか

ら，２年がたちました。市議会議員となってからは，１年３カ月であります。今，市内では，市

議会議員の早期解散を求める署名活動が行われている現状下にあります。このような事態になっ

ていることに対し，議会議員としておのれの非力さを恥じ入るばかりです。私は１２月議会の中

でも，市民の声をこの議場で申し上げましたが，今のような事態になってしまったことは，まこ

とに残念でなりません。しかし，私は，議員としての残された職責の中で，市民に恥じぬ議会活

動を精いっぱい務めていくことをお誓いし，議長のお許しをいただきましたので，ただいまから

一般質問をさせていただきます。 

 今，地球が泣いていると言われます。地球を取り巻くオゾン層の破壊，温暖化や異常気象の進

展という地球規模の危機の中で，そのように言われています。そしてまた，２１世紀は環境の世

紀だとも言われています。１９世紀の産業革命以来，人類は経済の発展とエネルギー消費の中で

生きてきました。そして，有限である化石燃料の石油等の消費を進めてきました。そして今，世

界は，今までの経済発展とかエネルギー消費と環境をどのように調整していくのか，地球規模，

世界規模で広く議論が進められております。 

 日本は，地球温暖化を防ぐ国際的な取り組み「京都議定書」を決定した主催国として，温暖化

の原因となる二酸化炭素ＣＯ２削減に取り組んでいます。しかし，日本においても，削減義務量

の２７％が削減できない見通しから，二酸化炭素の排出権を購入する必要があります。 

 世界の中での京都議定書の発効には，先進国と後進国の対立や，経済を最優先に考えるアメリ

カの批准が進まず，苦慮しているようではありますが，けれども，２１世紀が環境の世紀になる

ことは間違いない事実であります。２１世紀に，世界が今のままのエネルギー消費と経済発展を

続けていけば，化石燃料である石油等は枯渇し，環境問題は大変な状況を迎えるでありましょう。

そして，化石燃料にかわる代替エネルギーの開発も急務であります。 

 さて，常陸太田市の環境問題を論じるとき，私がなぜこのような話をするかといえば，市民レ

ベルの環境も，どんなに小さいことであっても，それは日本，世界，地球につながっているのだ

という環境認識がなければならないからです。今回，私は，常陸太田市総合計画策定のための市

民アンケートをここに持ってきておりますが，この調査を読んで，改めて常陸太田市の環境問題

の大切さを感じました。「常陸太田市が重点的に推進すべきもの」の問いの中で，中高生が「自然

環境の保護」を断トツの第１位に挙げていることに，私は驚きました。と同時に，中高生は時代

の本質を見抜いていることに，感心いたしました。「常陸太田市が重点的に推進すべきもの」との

問いに対して，私たち大人はどうしても利便性のみを追求してしまい，まちの発展や活性化とい

う答えをしてしまいがちです。しかし，これからの時代を担う中高生は，これからの時代を見抜
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いて，自然環境の保護を挙げております。私も，市の行政に携わっている者の１人として，改め

て常陸太田市の環境問題を考え，環境行政を大切にしなければならないと感じた次第です。 

 そこで，私は，中高生に「平山さん，常陸太田市の環境行政は，何をキャッチフレーズに，ど

のような方向性で，どのような方策を持って進めているのですか」と質問されたとき，どのよう

な回答ができるのだろうかと考えました。議会議員の立場にある私として，その問いにはどのよ

うに答えればよいのか，答えが見つかりません。断片的には，下水道の整備とか，ごみの分別収

集とかぐらいの答えしか見つけることができませんでした。そこで，常陸太田市の環境行政はど

のようなテーマで進めようとしているのか，そして，どのような戦略で，どのような方向で，ど

のような施策で進めようとしているのかをお伺いいたします。 

 また，行財政改革大綱のような環境行政の指針になる環境行政大綱なるものを策定する予定は

今後あるのかについても，あわせてお伺いをいたします。 

 次に，自然循環サイクルでよく言われることがあります。山が荒れると川が汚れ，川が汚れれ

ば海が死ぬと言われます。それほど森林の位置づけは大きいのです。そこで，森林の保護と諸施

策についてお伺いをいたします。私は，茨城県内でも有数の森林面積を有する常陸太田市は，全

体の面積３万 7,２０１ヘクタールのうち森林が２万 3,９０７ヘクタールであり，面積の６５％が

森林であります。里美地区は実に８5.３％，水府地区は７２％，金砂郷地区は４６％，常陸太田

地区も４６％が森林であります。 

 環境施策を考えるとき，森林の果たしている多面的な機能，役割は，大変大きなものがありま

す。しかし，今，森林の維持・保全が大変難しい時代になってきております。それは，木材価格

が低迷し，所有者が伐採した後，森林に再投資ができない状況があります。工業製品と違い木材

は，植林し，その後５０年管理を行い，やっと販売できる状態になります。このように，森林を

維持・保全していくことは，長い期間で考えていかなければならないのです。ですから，個人が

森林の保護を行うことは，おのずと限界が出てまいります。 

 今議会においても，森林及び林業に関する施策の請願書が提出されておりますが，森林の保護・

育成が大変厳しい時代を迎えていることは，間違いないでしょう。しかし，残念なことに，常陸

太田市の１８年度の林業予算は，前年比５6.５％の１億 1,６００万円でありました。林業施策は

森林組合中心にやっていくのだからと任せていたのでは，難しいのではないかと思います。私は，

もっと市行政がかかわっていかなければいけないと考えますし，県・国に対しても意見を言わな

ければならないと考えますが，林業施策についてお伺いいたします。 

 次に，河川の環境対策についてお伺いいたします。 

 常陸太田市は，久慈川，山田川，里川の３本の川が通じています。川は，私たちの命の源であ

る水を供給する，大変重要な役割を担っています。先ほどの市民アンケートの生活基盤，都市基

盤についての項の中で，「安全でおいしい水の安定供給」は最も重要度が高くなった結果になって

います。また，自然循環のサイクルの中で海に対する影響は，山と海をつなぐ役割から，河川の

水質は大きなものがあります。 

 川の汚染の最大のものが，先ほどから議論になっております生活排水であります。常陸太田市
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は，県の生活排水ベストプランに沿って，合併処理浄化槽，農業集落排水事業，公共下水道事業，

特定環境保全公共下水道事業等によって，生活排水対策を進めているところではありますが，市

民の中では，いま一つ事業の明確性が乏しいように感じられます。そこで，今までに計画のどの

くらいの戸数をカバーしているのか，そして，どのような進捗状況で行っているのか，また，今

後の事業計画，予算的な裏づけはどのようになっているのかをお伺いいたします。 

 最後の質問として，工業団地に対する誘致企業の考え方について，お伺いいたします。 

 私は前段に，市民が市に望んでいることは，自然環境の保護であることを申し上げました。市

長の施政方針の工業団地に対する考え方は，地域経済の振興及び雇用の場の創出を図ることと，

優良企業の誘致に努めるとうたっています。また，１２月議会の同僚議員からの質問に対する答

弁の中でも，企業立地に関しては，将来性，地元の雇用，安全安心が確保できる企業で，広く情

報を開示すると述べられております。私もそのとおりだと思っています。 

 しかし，宮の郷工業団地には，市民の要望と市長の考え方と，大きな隔たりのある企業が進出

を希望しているのではないかと思います。産業廃棄物リサイクルの会社が，時を同じくして進出

を希望してくる。そのことは，常陸太田市において，環境の基本的な考え方が整理されていない

あかしであります。資源リサイクルは，資源循環型社会にとっては大切であることは承知いたし

ておりますが，それは常陸太田市に関係する資源でなければいけないし，もっと広義的に考えて

も，茨城県内にかかわる資源でなければならないと私は考えています。首都圏の産業廃棄物やリ

サイクル資源までの処理を考えることは，中間処理にしても原料処理にしても危険であります。

資源循環型社会の実現を目指すのであれば，それは，首都圏で出たリサイクル資源は，首都圏で

処理を行えばよい話であります。 

 改めて申し述べるまでもなく，神栖市や守谷市での土壌汚染，そして，全国的な土壌汚染，水

質汚染の問題を考えるとき，工業団地への誘致は慎重に，そして市民の希望に沿った誘致に努め

るべきだと考えます。環境行政の１つとしての工業団地への誘致企業の考え方について，お伺い

いたします。 

 私は，この一般質問を通じて，環境行政から山，川，そして今後の工業団地のあり方について

質問いたしましたが，環境行政は，確固たる信念と未来につなげる思いが大切ではないかと思い

ます。市民が望む自然環境の保護をぜひとも実現すべく努力することを望み，私の１回目の質問

といたします。 

○議長（生田目久夫君） 答弁を求めます。市長。 

〔市長 大久保太一君登壇〕 

○市長（大久保太一君） 平山議員のご質問にお答えをしたいと思います。 

 まず，常陸太田市の環境行政について，その基本的な考え方と方針ということでございます。 

 今，世界各地で起こっております大災害，あるいは異常気象などの地球規模の環境問題は，地

球温暖化，あるいは酸性雨を初めといたしますさまざまな要因によるものとして，世界の国々が

協調・協力の必要性を唱え始めております。この気象メカニズムの変化は，植生の崩壊，水，食

糧資源の不足，生態系全体の破壊など，人間生活の営みを根底から崩壊させかねないものでござ
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います。 

 このことから，我が国におきましても，経済成長，エネルギーの安定供給，環境保全の３つを

調和させることは容易ではないとしながらも，環境基本法に基づきます環境基本計画を策定など

いたしまして，法案整備や新省エネルギーの促進方策を進めてまいっているところでございます。 

 当市におきましても，国・県に準じた基本認識のもと，環境全般にわたりまして，既存の環境

保全に関する条例の見直しを行いながら，環境行政の指針となるべき方策を検討してまいってい

きたいと考えております。常陸太田市は，県内最大の面積を誇りまして，山，川，里などの自然

資源が豊富でもございます。地域の個性を生かしたまちづくりを進めていきます中で，この環境

保全面から考えますと，森林の広域的機能の向上や下水道整備を図ることにより，住民が安心し

て飲める安全な水資源の確保が，まず先決だというふうに考えております。自然と環境を調和さ

せることも当然必要な方策でございまして，ご案内のとおり，法定合併協議会等での新市建設計

画の基本方針の１つにも，自然との共生ということがうたわれていることからも，ご理解がいた

だけるものと思います。 

 しかし，議員ご指摘のとおり，これから先，この太田市の環境行政をどんなテーマのもとどう

進めていくのかということに関しましては，これまでの施策の整理・統合等も必要でございます

し，各分野の諸施策の一本化を検討してまいりたいというふうに思います。何はともあれ，今，

若い世代の方たちからの新市の総合計画策定にかかわりますアンケート調査でも，議員ご指摘の

とおり，最も多い要求が自然環境の保全でございますし，一方で，今，実際にこの市内で生活を

している各家庭からどれだけの生活排水が，例えば洗濯の排水等々が，どれだけ下水を通じ川に

流れ込んでいるか，その現実もまた見逃せない大きな課題でございます。まずは，この下水道，

その他生活排水の処理を優先しながら進めていくべきだというふうに考えているところでござい

ます。 

 なお，森林につきましては，水府地区の安寺持方地域で，森がはぐくむ漁場づくりということ

で，ごく一部の人数ではございますが，日立市内の漁協等，あるいはみどりの少年隊等も入り，

地域の森林関係の皆様方も入って，森の手入れ等を行っておりますが，これはほんの一部のこと

でありまして，ご案内のとおり，六十六，七％を占めます常陸太田市の森林に対して，これから

どのような方策でこれを保全していくか，これは大きな課題でございます。 

 一方，県におきましては，鹿島地区に大きな中国木材等の誘致も決定をいたしまして，これか

らその森林の業務の活性化という観点から，県と連携をとりながら，その間伐材等の利活用にも

努めてまいりたいというふうに考えるところでございます。 

 まだ，議員の望まれておりますような，これからの常陸太田市の環境の大きな大綱といいます

か，そういう施策が現実にはまとまっておりません。これから検討を進めてまいりたいというふ

うに考えます。 

 次に，常陸太田市の環境行政の中で，宮の郷工業団地に対します企業誘致の考え方についてお

尋ねがございました。 

 工業団地への企業誘致につきましては，茨城県の誘致方針を受けまして，常陸太田市といたし
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ましても誘致活動を進めておりますが，環境にかかわる基準につきましては，現段階では，県で

定めております環境基準の範囲内で扱われてきておる状況でございます。加えまして，現在，企

業の誘致対象基準としておりますのは，雇用機会の拡大や地域イメージの向上を見据え，経営の

安定した企業であること，地元雇用につながること，環境に配慮した企業であり，安全安心が確

保されるとともに，地域住民の理解を得られるものであることといたしております。そのような

観点から，これまで誘致の話のありました企業に対しての市としての意見を，県の方に提出をし

ているところであります。 

 なお，少子化対策といたしましても，この常陸太田市内に企業誘致をいたしまして，若い人た

ちが働ける雇用の場の確保ということも，今，必要でございます。これまで企業の誘致活動につ

きまして，待ちの姿勢から，トップセールス等も行いまして，誘致にさらに力を入れていきたい

というふうに考えておるところであります。 

 先般，今月の初めになりますが，常陸那珂港への企業立地がほぼ確定をいたしました重機メー

カーの小松製作所の生産本部長を訪ねまして，その傘下にある多くの企業の皆様方の，太田の工

業団地への誘致をしますための協力を要請してまいったところであります。今のところ，どうい

う企業がという具体的な話までにはまだ至っておりませんけれども，かなりその計画はお持ちの

ようでありまして，今後とも連携をとりながら，そのチャンスを逃さないようにやっていきたい

というふうに考えておるところでございます。 

 今後の企業誘致につきましては，先ほど来申し上げておりますように，安全安心ということを

まず優先をさせるべきでありますし，それから，地域にとって風評被害等の発生するような企業

についての誘致をする気は，今も変わりはございません。そのような判断基準に立ちまして，や

っていきたいと思っております。 

 なお，茨城県と工業団地立地自治体と県内工業団地の厳しい状況を考えますと，今，茨城県内

には，大変多くの工業団地が空き地として残っております。久慈川を越えて，我々の常陸太田市

にどれだけの企業が立地できるか，これからが勝負のときと考えておりまして，力を入れて進め

ていくつもりでございます。 

 以上でございます。 

○議長（生田目久夫君） 建設部長。 

〔建設部長 榊勝雄君登壇〕 

○建設部長（榊勝雄君） 常陸太田市の環境行政についての中で，下水道事業の計画，それから

進捗状況，今後の計画についてお答えをいたします。 

 下水道事業計画に当たりましては，公共用の水域の水質保全と生活環境の改善等を図るため，

那珂川・久慈川流域別の下水道整備総合計画，それから，茨城県の生活排水ベストプラン，これ

らを基本といたしております。この計画は，合併前の平成１５年４月にそれぞれの市町村が策定，

計画をしたものでございます。したがいまして，現在の当市の計画は，４市町村の整備計画を集

計し，全体計画としたものでございます。 

 この生活排水ベストプランによりますと，当市の整備目標である短期計画は，平成２２年度を
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目途に短期計画が位置づけられております。これの生活排水処理普及率，市全体で７６％まで引

き上げる計画ということになっております。事業別で申し上げますと，公共下水道として，特定

環境保全公共下水道事業を含めまして４8.９％，農業集落排水事業で１1.８％，合併処理浄化槽

事業で１4.８％，コミュニティプラントで 0.５％の普及率ということで，合計で７６％が目標数

値でございます。さらに，整備完了見込みの平成３２年度には１００％の普及率となるように，

この計画は位置づけられております。今後も事業推進に当たりましては，これらを基本に，市民

の理解を得ながら推進してまいりたいと考えております。 

 進捗状況ということでご質問がありました。平成１６年度末の進捗状況でございますが，太田

地区の公共下水道事業につきましては，市街化区域内の現事業認可分についてほぼ整備が完了を

し，普及率は２3.１％であります。先ほど申し上げました平成２２年度の目標短期普及率４8.９％

と比較しますと，整備率は４7.２％ということで，まだ５割を若干下回っているということでご

ざいます。なお，戸数について質問がありましたが，4,０１３戸でございます。 

 それから，金砂郷・水府地区の特定環境保全公共下水道事業でございますが，これについては，

平成１５年度より事業に着手をしてございまして，汚泥処理施設及び管路施設の整備中でありま

して，これは現時点では整備普及はゼロということでございます。 

 次に，農業集落排水事業につきましては，全体計画９地区でございます。現在，７地区の整備

が完了し，供用を開始しております。したがいまして，農業集落排水事業の普及率は 6.１％でご

ざいます。先ほどの短期普及率１1.８％と比較いたしますと，整備率は５1.７％ということで，

５割でございます。なお，戸数については，整備済みが 1,０６３戸でございます。 

 合併浄化槽設置事業につきましては，合併処理の浄化槽で１8.４％，それから，集合型の合併

処理浄化槽は，太田地区のはたそめ団地，真弓ヶ丘ニュータウン，佐竹南台，これらで 9.4％，

合わせまして普及率は２7.８％でございまして，先ほどの短期普及率１4.８％を大きく上回って

おります。戸数については 4,８４０戸でございます。なお，この集合型の合併処理浄化槽という

のは団地分ですが，公共下水道が整備されますと，この分は数字からそちらにつなぎがえをする

ということになってございます。 

 それから，里美地区コミュニティプラントにつきましては，普及率が 0.５％で，短期普及率と

同率でございます。戸数は９０戸でございます。 

 これらを合わせますと，平成１６年度末の当市の生活排水普及率は５7.５％で，短期普及率７

６％と比較いたしますと，７5.７％の整備率ということになります。 

 次に，今後の計画でありますが，太田地区の公共下水道事業につきましては，平成１８年度か

ら２３年度までに，市街化区域内の整備とあわせまして，市街化調整区域１５２ヘクタールの整

備に着手をしてまいります。それから，金砂郷・水府地区の特定環境保全公共下水道につきまし

ては，１９年度一部供用開始を予定しておりますので，引き続き，汚泥処理施設及び管路施設の

整備を行ってまいります。 

 次に，農業集落排水事業の金砂郷地区の中野・小島地区につきましても，平成１９年度の供用

開始を予定しております。引き続きまして，処理施設，管路施設の整備を１８年度に行ってまい
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りたいと考えております。また，次期の整備地区となります太田地区の佐都４地区，この計画期

間は，平成１９年度から平成２３年度の予定であります。 

 これらの事業が平成２３年度完了と見込んだ場合の普及率は，公共事業が特環を含めまして４

3.７％，短期普及率，先ほど申し上げました４8.９％と比較いたしますと，８9.４％の整備率に

なりますので，２２年度の目標のときには，９０％近い整備率になるというふうに見ております。

農業集落排水事業は，２地区が完了するということで１4.４％で，短期普及率の１1.８％を上回

る整備率となると見込んでおります。公共下水道の整備率が，先ほど言いましたように８9.４と

いうことで，目標より少しおくれているのではないかというふうに見ております。 

 なお，これらの事業の実施に当たっては，先行投資として大きな費用が予想されます。市の財

政状況及び経済状況等を十分考慮する必要があるものと考えております。さらには，整備後，速

やかに下水道の接続ができるよう，市民の理解，協力をいただいて，普及促進に努めてまいりた

いと考えております。 

○議長（生田目久夫君） ３番平山晶邦君。 

〔３番 平山晶邦君登壇〕 

○３番（平山晶邦君） ２回目の質問に入ります。 

 市長からのご答弁をいただきましたが，やはりこの常陸太田市は，環境に対してはおくれてい

るという事実があるわけであります。先ほどの条例の整備等も進んでいないという状況もありま

すし，やはり今後，環境大綱を，指針となるそういうふうなものをつくっていきたいというふう

なお話がございました。私は，この環境問題というのは，きょうの本議会の中でも数多くの先生

方が指摘しているように，今，やはり行政の中で相当大切なことなんだなというふうに執行部の

方々が思っていただかないと，困るわけであります。 

 全国の自治体で，今，環境行政の取り組みに本当に本気になっています。例えば１つの例でご

ざいますが，埼玉県川口市では，ＣＯ２を削減するための環境家計簿を市民につくってもらって，

チェックシートに実行した項目を書き込んだり，また，川口市民環境会議を組織いたしまして，

年１回エコライフデーを設けて，ＣＯ２の削減に取り組んだりしています。この川口市の試みは，

県をも動かして，昨年は埼玉県の４１市町村でＣＯ２削減の取り組みを始めました。 

 その他の全国の市町村においても，環境に対するさまざまな試みが行われています。 

 １８年度は，本市においても，総合計画作成の年次に当たりますので，ぜひとも常陸太田市環

境元年と位置づけて，次世代の批判に耐えるような，環境行政の方針を作成していただきたいと

思うものであります。 

 次に，林業行政については，本市だけの解決は難しいと思いますが，県は，先ほど市長もおっ

しゃいましたように，神栖に中国木材が進出してくると。それにあわせて，間伐材の件で１８年

度予算に計上をしております。これらも，茨城県内の森林面積を有する常陸太田市でありますか

ら，もっといち早くこれらの情報をつかんで，私のきょうの質問に答えていただければありがた

かったかなという感じはいたします。しかし，これは１８年度の県の予算でありますから，これ

からぜひとも担当部局は県と連携をとられまして，これらの情報収集，そして積極的な活用をお
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願いしたいと思います。 

 そしてまた，茨城県内においても，有数の森林面積を有する常陸太田市であります。しかし，

先ほどの市長の答弁からは，私は，森林に対する思いがまだちょっと伝わってこないというよう

に感じざるを得ませんでした。ぜひとも，県内有数の森林面積を有する常陸太田市の市長であり

ますから，市単独の予算がどうのこうのということではなく，国・県に森林行政に対する積極的

な意見を述べ，また，予算的な確保をお願いしたいと思うものであります。 

 下水道の整備については，非常によくご説明をいただき，よくわかりました。ただ，財政厳し

き折でありますから，この下水道整備に対する国・県の予算措置についての確保を，改めて市長

に強く要望いたします。 

 企業誘致でございますが，私は，企業誘致に対する考え方は，市長と全く同意見であります。

しかし，常陸太田市は常陸太田市であらねばならないということではないかなと私は考えており

ます。「県が」とか，「県の開発公社が」とかではなく，市民の安全安心を守ることは市の第一義

の使命でありますし，すべてに優先されるべきものであります。ですから，安全安心が確保され

た企業誘致に対しては，私は異議はございませんが，現在，１２月議会の中でも問題になったリ

サイクル，そして産廃に対する，そういう企業に対する姿勢というものが，ちょっとただいまの

答弁では，私は理解が希薄でございました。 

 そして，企業誘致に関しては，やはりこれからつくるでありましょう環境行政の大綱なるもの

に照らしながら，未来につながる企業を誘致していただきたいと，改めて思います。そしてまた，

宮の郷工業団地は，久慈川と山田川に排水が流れる場所にあります。工業団地の下流は，常陸太

田市の，先ほども米の特産で言われましたが，全国的に特Ａの米がとれる一大米どころの産地が

広がっております。このような場所にある工業団地であることも認識し，慎重な上にも慎重な対

応が求められるのではないかと思っています。 

 以上のことを申し上げ，改めての答弁を求めます。 

○議長（生田目久夫君） 答弁を求めます。市長。 

〔市長 大久保太一君登壇〕 

○市長（大久保太一君） 平山議員の２度目のご質問の中で，山林についての熱意が感じられな

いというご指摘がございました。県の平成１８年度の予算の中に，待ちに待っておりました間伐

材の予算化を１つの柱として県が立ち上げたときに，いち早く産業部長，関係部門に対しまして，

県の施策の内容を調べ，我々のとれるべき対応策をとるようにという指示をしたところでありま

して，平山議員にはご報告をしておりませんので，そのようにとられたかと思います。私自身と

いたしましても，この常陸太田市内に，今，面積といたしまして，森林は２万 3,９０７ヘクター

ルございます。そういう森を今後どう守っていくのか，全体を一度にというようなことはできま

せんし，これからの県の行政等の中で，それを進めていきたいというふうに思っておるところで

あります。 

 それから，２点目の，企業誘致に関して，市として独自のということでございます。工業団地

開発に携わった，その事業主体が県であるということも１つございますが，県の基準ということ
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をないがしろにしての企業誘致は，常陸太田市としてはできないというふうに理解をいたしてお

りまして，その上で，先ほど来申し上げておりますように，市としての，私自身としての企業の

選定の基準を定め，進めていくということでございます。環境につきましては，当然のことなが

ら配慮をしながら進める必要があると思っております。 

 以上でございます。 

○議長（生田目久夫君） ３番平山晶邦君。 

〔３番 平山晶邦君登壇〕 

○３番（平山晶邦君） ご答弁をいただきまして，ありがとうございました。３回目の登壇をい

たしました。 

 私は，本定例議会は，１８年第１回の議会に当たりますが，３月は行政年度の最終月でありま

す。執行部の皆さんとはこの１年，議会の場を通じて厳しい議論をしてまいりました。そして，

市民のために多くの前向きな回答をいただきました。また，私自身に対しても，多くのことをお

教えいただき，ご指導を賜りましたことを，心から感謝を申し上げます。４月からの新年度にお

かれましても，市民のために執行部の皆さんがご活躍くださることをお願いいたしまして，私の

一般質問を終わります。ありがとうございました。 

○議長（生田目久夫君） 次，１２番田所美朗君の発言を許します。 

〔１２番 田所美朗君登壇〕 

○１２番（田所美朗君） １２番田所美朗でございます。議長のお許しを得ましたので，通告に

基づきまして，質問をさせていただきます。今回は４項目について，市長，関係部長にお伺いい

たします。 

 まず初めに，常陸太田市行政改革大綱についてでございますが，先ほど，益子議員からの質問

がありましたが，重複する部分が多々あろうかと思いますけれども，私なりに質問いたしますの

で，ご答弁よろしくお願いいたします。 

 現在，国においても，簡素で合理的な政府を構築し，財政建て直しということで，行財政の運

営の改善，透明化ということで，行財政改革を進めているところであります。当市でも，行政改

革大綱の基本理念の中に，「市町村合併を契機に，簡素で合理的な，そして迅速な行政意思の決定

ができる組織の構築及び市民サービスの向上を目指し，事務・事業の整理・統合，定員管理の適

正化及び行政経費の節減を行う」ということを目的として実施するということで，今回，１７年

度を初年度とする常陸太田市行政改革大綱が議会で説明をされました。 

 行政改革大綱をとりまとめる１つの手法として，常陸太田市の行政改革大綱の策定及びその推

進についての必要な事業を行う，いわゆる住民の声を反映させる機関として，常陸太田市行政改

革懇談会が設置されております。この委員の方々の意見を聞いて，市長を本部長とする常陸太田

市行政改革推進本部の中に，各部の主管課長で構成されている幹事会，この幹事会の中で，いわ

ゆる改革議案を調整して，本部会議にかけて，本部で審議をして，行政改革が立ち上がったとい

うわけであります。 

 また，当市には，職員を対象として，住民サービスの向上と行政事務の能率化及び合理化に関
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しての調査を行ったり，それから，業務能率の向上，経費の節減，市民に対するサービス向上に

寄与することを提案要件として，常陸太田市職員提案制度に関する規程が設置されてあります。 

 この行政改革大綱を取りまとめるために，先ほどの行政懇談会，あるいは職員を対象とした委

員会等を何回ぐらい開催し，どんな意見が出て，どんなことがこの大綱に反映されたのか，まず

お伺いいたします。 

 行政改革大綱は，１７年度を初年度として，２１年度までの５カ年計画となっております。こ

の行政改革大綱に具体的実現項目を定める実施計画を作成し，積極的に行政改革事項を公表する

とありますが，いつ公表するかというのを聞きたかったんですけれども，先ほど益子議員の質問

の中で，いわゆる広報紙によって公表しますよという市長の答弁がありました。行政改革大綱は

確かに広報紙に掲載されてありますけれども，年度別実施計画まで含まれた公表なのか。１７年

度の年度別の行政改革実施計画は，インターネットで公表しております。インターネットで公表

したということであれば，公表しているに変わりありませんけれども，インターネットは全家庭

で普及されているとは思いませんので，その辺もあわせてお願いをしたいと思います。 

 提示されたこの行政改革では，やっぱり行政改革は進行管理が大切であります。つくったから

いいんじゃなくて，いわゆる計画があって，それがどれだけ実行されたかということをチェック

することが重要ではないでしょうか。やはり，執行部，議会，住民が一体となって，行政改革を

進める必要があります。 

 今，国及び県，そして市町村の財政状況は，三位一体が影響して厳しい状況にあります。こん

な中にあって，行政担当者の最大の責任は，最少の経費で最大の効果を上げるということであり

ます。職員は行政のプロであり，だれよりも精通しているはずです。財政が厳しければ厳しいほ

ど，知恵を出して行政を進める必要があるのではないでしょうか。幸いにして，当市にあっては，

先ほど申し上げました常陸太田市職員提案制度に関する規程が定められております。この制度の

活用状況について，今までにどのような提案がなされてきたかお伺いをいたします。 

 次に，高齢者の生きがい対策の取り組みについてでございます。 

 国にあっては，平成１７年９月，６５歳以上の高齢者の人口は 2,５５６万人，総人口に占める

割合は約２０％，５人に１人は高齢者というふうに言われております。じゃあ，常陸太田市では

どうかといいますと，６５歳以上が約１万 6,１００人です。そして，総人口に占める割合が２6.

６％と，国を大幅に上回っている状況にあります。市民の３人に１人は高齢者ということです。

６５歳以上の介護認定者も約 2,１００人，６５歳以上の高齢者の約１３％が介護を必要としてお

ります。 

 これらを踏まえまして，国にあっては，医療費の改定や，予防重視型に向けた介護保険の改正

が行われます。このようなことから，６５歳以上で，要介護者を除くいわゆる元気高齢者に目を

向けた，いわゆる生きがい対策の施策が必要ではないでしょうか。これまでの老人福祉は，行政

主導型の与える福祉，これからの福祉は，みずから参加をして，自覚を促し，参加することによ

って楽しみを味わうと，いわゆる住民の自主的活動型に移っていくべきではないでしょうか。 

 当市における生きがい対策にかかわる施設は，高齢者生産活動センターとシルバー人材センタ
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ーがあります。２つの施設には，約５５０人の方々が登録されていると聞いております。これか

らの生きがい対策を推進するため，６５歳以上の健康で働く意欲のある者を対象として，意識動

向調査等を行ってみてはどうでしょうか。 

 また，これらのいわゆる高齢者生産活動センター，シルバー人材センターというものをこれか

ら活用するために，現在の運営状況と今後の取り組みについてお伺いいたします。 

 また，現在まで，介護を必要としないいわゆる元気な高齢者に対して，どんな支援をしてきた

のかをあわせてお伺いし，今後は，やはり農林業を視野に入れた支援対策も考えるべきではない

でしょうか。お伺いいたします。 

 それから，３つ目でございますけれども，未利用市有地の現状と今後の取り組みについてでご

ざいますが，国・県においても，財政を補うという意味で，使われなくなっておる用地の売却が

進んでおります。特に県においては，２００３年４月に公有財産利用推進室を設置しまして，売

却を進めているところであります。本市でも，天神林町，佐竹南台ニュータウンの６件，内堀町

の２件，内田町の１件，計９件の宅地を，本年２月１９日に公募による抽選会を実施しましたが，

その結果どのくらい売れたのかをお伺いいたします。 

 当市の市有地で，従来からの継続してある利用されていない土地，市が事業を進めるため購入

したが利用されていない土地，施設の統廃合により未利用地となっている土地，これらについて

の件数，面積，今後の取り組みについてお伺いいたします。 

 次に，市有地ではありませんが，事業の推進に市がかかわった土地について関連がありますの

で，お伺いいたします。 

 平成５年に林業構造改善事業で買収し，梨木平工芸の森として建物もつくった土地の隣接地，

これは当時里美村でございますけれども，市が中に入って実施する事業のため，地権者は陶芸家

個人に用地を提供しました。１３年間たった今，その土地は利用されずに，いわゆる更地で荒地

のままとなっております。仲介した市の今後の対応について，お伺いをいたします。 

 最後に，地域資源を生かした地域活性化の推進についてでございますが，最近，地域資源を活

用して地域活性化を図るためのシンポジウムが開催され，２月１０日に常陸大宮市で財団法人グ

リーンふるさと振興機構主催のいばらき県北活性化シンポジウム，２月１５日に県農林水産部主

催の農家民宿開業支援研修会が開催され，多くの方々が参加しております。このように，地域の

資源を生かして地域の活性化を図ることに，各方面での取り組むための予備知識の勉強会が行わ

れております。 

 そんな中，県の平成１８年度の予算が発表されました。橋本知事が記者会見で，農林業を含め

た産業活性化，少子高齢化対策，安全安心な地域づくり，教育などに力を入れたと新聞記事が載

っておりました。平成１８年度県の重点事業の１つとして県北振興が取り上げられ，１つには，

田舎暮らしの魅力など，県北地域を都会住民に売り込むための情報の発信，２つ目として，グリ

ーンツーリズム推進に向けた体験ツアーや首都圏へのＰＲ，インストラクターの育成等の事業を

展開することになっております。 

 私は，平成１７年６回の定例会で，グリーンツーリズムの推進について質問いたしました。そ
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のとき，産業部長は２つの答弁をされましたけれども，連絡協議会を立ち上げるというのが１つ，

２つ目に，本庁における推進体制については，農業，観光など，幅広い推進が必要となりますの

で，今後，産業部，支所の組織機構の見直しの中で十分に検討を行って，位置づけをしていきた

いと答弁されました。しかし，県は，県北振興室を設置して，平成１８年度にグリーンツーリズ

ムを重点に推進しようとしているときに，市の推進体制は，「今後の機構の見直しの中で検討する」

では遅過ぎるのではありませんか。平成１９年度の組織見直しを待つのでなく，県北振興の受け

皿をつくるためにも，早急に本庁の推進体制の整備が必要と思いますが，お伺いします。設置に

前向きの答弁をいただきまして，第１回の質問を終わります。よろしくお願いします。 

○議長（生田目久夫君） 答弁を求めます。市長。 

〔市長 大久保太一君登壇〕 

○市長（大久保太一君） 田所議員のご質問にご答弁を申し上げます。 

 まず，１番目の，常陸太田市行政改革大綱についてのご質問でございます。行政改革大綱を取

りまとめるに当たり，行政改革懇談会等を初めとする各委員会をどのように開催をし，委員から

の意見はどのように反映されたのかというご質問がございました。 

 行政改革大綱を策定するに当たりましては，初めに，これまでの行政改革大綱の改定の経緯や

改革の実績，常陸太田市の現状や課題，大綱の構成等についてまとめました行政改革大綱策定方

針及び行政改革大綱策定日程について協議をいたしまして，日程等をとりまとめたわけでありま

す。平成１７年８月に，課長クラスで構成されております行政改革推進本部幹事会を開きました。

同年９月に開催しました，市民有識者からなります行政改革懇談会の協議を経まして，１０月に

開催しました，市長を本部長といたします，全部長を委員とする行政改革推進本部において，決

定をしたわけでございます。 

 これらの協議の過程の中で，懇談会委員の皆様から，住民サービスの低下を招かないように，

また，地域間の格差を拡大させないようにとの意見が出されたことを受けまして，当初方針の簡

素合理化，経費節減，職員削減等の抑制的な項目に加えまして，積極的に行政サービスの推進を

図ることとする項目を追加することといたしました。策定方針に基づき策定しました原案につき

ましては，昨年１２月に行政改革推進本部幹事会を開催いたしまして，同じく同月に行政改革懇

談会を開催し，本年に入りまして，１月に行政改革推進本部におきまして，行政改革大綱及び平

成１７年度の実施計画を決定いたした次第でございます。 

 実施計画の策定とその公表ということでのご質問がございました。 

 実施計画は，インターネットで公表をしております。今後とも，インターネットだけでは，議

員ご指摘のとおり，それを利用できない地域等もあるということで，折を見まして，わかりやす

い形で，計画及びこれからの実績等について，公表してまいりたいというふうに考えます。 

 それから，もう１点，行政改革大綱の中で，常陸太田市職員の提案制度に関するご質問がござ

いました。提案制度はありまして，提案は進めておりますが，この中で，ひとつ実績的にどうな

っているのかというお尋ねがございました。 

 現在，策定をしております行革そのものとの連携ではございませんが，総合計画の中に使いま
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すようなアイデアにつきまして，今，職員からの提案募集をしたところでございまして，合計で

２１件，今，出ております。ただ，私自身，企業にいた立場でのアイデア提案と，内容的に少し

違うというところがあります。それはなぜかといいますと，テーマの絞り方が少し大きいことが

ありまして，アイデアを出しにくい状況にあるのも事実でございます。これらにつきましては，

今後，見直しを図っていく必要があろうかというふうに思います。 

 例えば，その中で出てまいりましたことで「生活環境のよいまちづくり環境整備」と，こうい

うテーマになりますと，その中の個別のアイデアがなかなか出しにくい，そんな状況がありまし

て，先ほど申し上げましたように，もっと日ごろ考えていることがアイデアとして提案できるよ

うな，そういうやり方の見直しが必要だろうというふうに思っているところでございます。 

 以上でございます。 

○議長（生田目久夫君） 保健福祉部長。 

〔保健福祉部長 増子修君登壇〕 

○保健福祉部長（増子修君） 田所議員の，高齢者の生きがい対策の取り組みについて，お答え

をしてまいります。 

 まず初めに，高齢者生産活動センターとシルバー人材センターでの現在の運営状況と今後の取

り組みについての説明をさせていただきます。 

 高齢者生産活動センターでの団体の活動でございますが，本年２月末現在で加入者が２８名で

ございまして４部構成で，養殖から農林水産加工，木工加工，わら工品製造などの活動を行って

おりまして，事業収入で 2,２６５万円に対しまして，支出で 2,４８４万円となっております。収

入に対しまして２１９万円の赤字となっております。前年度と比較しますと，事業収入で５３万

円，2.４％の増でございます。支出では１１７万円で，4.５％の減となっております。今年度は，

ＪＡ直売所など生産物の販路拡大を図りまして，赤字解消に向けた努力をしてきております。引

き続き，新たな会員を募りまして，生産団体の自助努力によりまして効率的な運営を図り，セン

ター自体としても，高齢者の生きがい対策施設としての機能を十分発揮し，健康につながる施設

となるよう努めてまいりたいと思っております。 

 シルバー人材センターは，旧町村のミニシルバー人材センター登録会員の登録がえを行いまし

た。１月末現在で，登録者数５１５名でございまして，受注件数でございますが，3,７０１件で

ございまして，契約金額としましては，１億 8,６８１万円となってございます。年々契約額も増

加傾向にございます。現在，それぞれの支所単位に，従来の方式で就業している者の会員数，地

域性の差異がございますので，就業範囲の拡大と会員数の増加など，状況変化に対応した効率的

な就業の促進を図ることで，今後支援してまいりたいと考えております。 

 次に，介護を必要としない元気な高齢者に対して，どのような支援をしてきたのかというご質

問でございますが，高齢者生産活動センター及びシルバー人材センターのほかに，老人クラブ連

合会などに対しまして，助成支援をしてきております。単位老人クラブが実施するニュースポー

ツということで，ゲートボールとかクロッケー，ペタンク，輪投げ，グラウンドゴルフ等がござ

いますが，これに必要なスポーツ用具を整備する場合に，費用の一部を助成してきております。



 １３６

ニュースポーツの普及拡大を，こういうことで図ってきておるところでございます。 

 また，高齢者生きがい活動支援としまして，地区老人会が実施します組織的な生産活動，これ

につきましては農業関係でございますけれども，ブルーベリーとかヤーコンとかアピオス，それ

から自然薯，ポットイチゴとかしいたけなどの各種栽培を行って，そのために要する費用の一部

を助成することで取り組んできていまして，生きがい活動の普及拡大を図っているところでござ

います。 

 先ほどお尋ねのありました，農林業を主体とした中で支援策を視野に入れるべきではないかと

いうことでございますが，高齢者の生きがい活動支援事業に対して，老人クラブに助成し農業の

励みになっているところでございますが，林業関係も確かにそれはございますので，その辺につ

きましては，高齢者がどのような形で今後取り組めるのか，安全で生きがいの活動としてなじむ

ようなものがあるのかどうか，関係機関と調整をしながら研究してまいりたいと考えております。 

 それから，意識動向調査ということで，高齢者の意識動向調査のご質問がございました。 

 これにつきましては，シルバー人材センター事業としましては，シルバー人材センターの会報

が各戸に全部配布になっておりまして，その事業内容を知らせる中で，あわせて，どのようなこ

とをしたいかというアンケートみたいなものができればいいなと考えておりますので，そういう

中で反映をしていきたいと考えております。 

○議長（生田目久夫君） 本日の会議時間は，議事の都合により，あらかじめ延長をいたします。 

 総務部長。 

〔総務部長 萩谷暎夫君登壇〕 

○総務部長（萩谷暎夫君） ３番目の，未利用市有地の現状と今後の取り組みについてのご質問

にお答えいたします。 

 市有地の売り払いの結果について申し上げますと，２月上旬に９件の公募を行いました。その

うち内堀町の２件，内田町１件の合計３件の応募がございました。現在，３筆合わせて３９5.７

３平方メートルの売買契約を締結し，９３３万 5,７４２円の売買代金の納入を確認した上で，所

有権移転登記をすることとしております。 

 未利用市有地の把握につきましては，市有地になった経過やその当時の条件，現状，今後の活

用見込み等の確認を順次行う必要があり，現在のところ約２０件，およそ 7,０００平方メートル

を選定しております。これらにつきましては，平成１８年度に売り払いするように進めていきた

いと考えております。 

○議長（生田目久夫君） 産業部長。 

〔産業部長 沼田久雪君登壇〕 

○産業部長（沼田久雪君） 地域資源を生かした地域活性化の推進についてお答えをいたします。 

 ４地区の観光資源やさまざまな農業体験などを生かして，グリーンツーリズム事業が行われて

いるわけでございます。さらに魅力ある事業の展開というのを図るためには，農業体験交流の活

動推進団体，それから観光関係団体・関係者などによりまして，連絡協議会などの組織を編成し

ていくということが必要であると思っておるわけでございます。 
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 グリーンツーリズムは，農業，観光，庁内関係各課との連携など，横断的に進めなければなら

ないわけでございます。農業，観光，それから各支所，関連施設との統一といいますか，組織的

な問題もあるわけでございます。これらについては，平成１９年度を予定されているというふう

なこととなっているわけでございます。 

 しかし，議員ご発言のように，推進体制の窓口を明確にする必要があるわけでございます。こ

れらを推進する推進体制の窓口といたしましては，これまでの常陸秋そばオーナー制の推進事業，

コシヒカリオーナー制の推進事業，そば打ちや豆腐，みそづくり，こんにゃくづくり，木工体験

事業，森林づくり事業など，各地区における各種団体等の農業の体験事業の活動状況をよく勘案

しまして，それから，昨年に行われました全国グリーンツーリズム大会の事務局は，県の農村環

境課などでございますので，それらとの連携，他市の実情，そういうものを見まして，やはり農

政課に窓口を置き，観光課，各支所産業観光課などと一体となって推進体制を整備し，事業の展

開に努めていくというふうな考え方でおります。 

 特にグリーンツーリズム事業については，観光関連事業やそれらの機関との連携を密にして，

共同事業などの展開が重要になってくるわけでございます。グリーンふるさと振興機構，それか

ら県の観光物産課，あるいは農政部門課と，十分に情報の交換・収集に努めまして，連絡協議会

を通して情報の共有化をしながら，各種団体が連携できるようにして推進をしてまいりたいと考

えています。 

 以上でございます。 

○議長（生田目久夫君） 里美支所長。 

〔里美支所長 藤田宏美君登壇〕 

○里美支所長（藤田宏美君） ３つ目の未利用市有地の関連で，過去に里美村が仲介をして陶芸

家に売り渡した土地が，その後開発されずに荒地になっているので，今後の対応はというご質問

にお答えをいたします。 

 お尋ねの土地については，議員発言のとおり，平成５年度に，工芸の森として広場を含めて，

国の補助事業であります林業構造改善事業で整備をした際に，笠間市の陶芸家の方から，それら

整備の隣接地に土地を求めて，移り住んで，陶芸活動をしたいと申し入れがありました。それは，

当事業を推進する上で有効でありますから，地元の土地所有者に対して，村が仲介をして譲渡の

協力を依頼した土地４反歩強の面積でありますけれども，譲渡して，今は名義が陶芸家の方にな

っております。 

 しかしながら，その後状況の変化によりまして，計画が実現されないまま放置されておりまし

て，荒地になっている状況は事実であります。当時，村がかかわったいきさつがありますので，

早急に陶芸家と接触の上に，今後において当初の計画があるのかどうか，また，その間の管理に

ついての考え方，そういった意向を確認した上で，対応策について地元の方々と協議をしたいと

考えております。 

 以上，答弁を終わります。 

○議長（生田目久夫君） １２番田所美朗君。 
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〔１２番 田所美朗君登壇〕 

○１２番（田所美朗君） 答弁ありがとうございました。 

 まず，行政改革大綱についてでございますが，先ほど市長の方から，懇談会あるいは職員を対

象とした会合をしまして，その意向を反映したというような答弁をいただきましたけれども，改

革には住民の痛みというものが伴うわけですから，住民の意見を十分に聞く，そして，住民から

やっぱり理解していただくということが大切であり，インターネットだけじゃなくて，別な形で

も公表するという答弁をいただきましたので，それらに沿って進めていただければありがたいと

思います。 

 それから，高齢者等の生きがい対策の取り組みでございますけれども，高齢者生産活動センタ

ーが赤字ということ，それから，シルバー人材センターも年々プラスにはなっているというよう

な話ではございますけれども，高齢者センターが現在２８名の方々，これをふやしていくという

ことは，ものが売れなければどうしようもない話であって，何か恒久的に，一度そこに入ると大

体最後まで勤めているというようなお話がありまして，この前，ある高齢者から，「センターへ行

っている方はいいけれども，私らは行けないんだ」というような不満の声が私のところに入って

きたものですから，そういうこともあわせて，このセンターを拡充強化するということでも，相

手のある話ですので，非常に大変ではないかなという思いがします。 

 同じことがシルバー人材センターにも言えるのではないかなというようなことで，私は，会員

をふやすとかそういうことではなくて，やはり施設をつくらなくとも，高齢者，いわゆる健康な

方々の生きがい対策ができるのではないかなというような気がするんです。私は，常に組織化と

いうのを念頭に置きますので，年寄りの方々にも，高齢者の方々にも，やはり組織化みたいな形

で，何人かでまとまって１つのものをなし遂げるというようなことも大切ではないのかなという

思いがいたします。施設をつくることばかりが対策ではないというような思いがいたします。 

 先ほど，遊休農地の質問を先輩の議員の方々がしましたけれども，やはりこれらを活用すると

いうことも大切であり，それから，先ほど，山が荒れているというような質問もありました。こ

の辺についても，高齢者の知恵と，ファイトを持っている年寄りがたくさんおりますから，その

方々を含めて対応することも，考える必要があるのではないかなという思いがします。 

 それから，未利用市有地の現状と今後の取り組みでございますけれども，例えばはっきりして，

こういうふうにやるんですよという土地であればわかるんですけれども，住宅にするんだといっ

て購入したものが，今もってまだ住宅もできない状態になっている。そういうことについて，非

常に地域の方々から，例えば住宅にできないのであれば，公園化みたいなのをするという話をす

ると，いや，住宅で市が買ったんだから，住宅をつくるのが当たり前だろうというような話があ

るんですけれども，そういうふうに市民に何か迷惑といいますか，市民に答えのできるような土

地の利用というのを考える必要があると思います。 

 それから，林業構造改善の土地についてでございますけれども，地元の方々もしびれを切らせ

て，周りの整備を始めました。周りの整備をすることによって，個人購入の土地がだんだん荒れ

てくるという状況になります。先ほどの不法投棄の話ではありませんけれども，不法投棄という
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ようなことが，市長は今，そんなに進んでいないですという話になりましたけれども，そういう

不在地主でもありますので，不法投棄になるおそれが十分あります。そういうことについて，先

ほど支所長の方から前向きに，相手方の計画を聞いていきますということでございますので，私

も大いなる期待を持っておりますので，どうぞよろしくお願いいたします。 

 それから，地域を生かした地域活性化の推進について，私は暫定的に農政課でやりますよとい

う答弁がもらえるのかなと思って立ったんですけれども，相変わらず１９年まではちょっと難し

いというような話で，私から言わせれば，暫定的でも農政課あたりが担当するということであれ

ばいいなという思いがいたします。 

 それから，今回，県北振興の目玉ということはグリーンツーリズム。ということは，市長が常々

主張しておることが，今，県の方でもそういう形で前に進もうとしております。そういうことで

すので，やはり県の行政が旗振りしても，市町村が受け皿をつくらなければ絵にかいたもちにな

るわけで，ですから，どうしてもやはり今回の推進母体というものを，はっきり市長の方からご

答弁いただければありがたいなと思います。 

 ちなみにきょうの茨城新聞に，３月１３日ですね，北茨城が県と共催で田舎体験ツアーという

ものをやったことが出ています。２３名参加をしたということで，やはり乗りおくれれば，だん

だん乗りおくれちゃうと，ほかの市町村がどんどん進んでいくということで，その辺を含めて，

最後に，市長と同じ，前に進んでいる県がそういう方向に行ったんですから，市長の前向きな答

弁をいただきまして，私の一般質問を終わります。どうぞよろしくお願いします。ありがとうご

ざいました。 

○議長（生田目久夫君） 答弁を求めます。市長。 

〔市長 大久保太一君登壇〕 

○市長（大久保太一君） 田所議員のご質問で，前向きな答弁ということで，くぎを刺されての

答弁となるわけであります。 

 実は今，グリーンふるさと機構を今後どうするんだということが，県議会，あるいは県として

も大きな問題になりまして，５年間の期限つきで，このグリーンふるさと機構がこれからグリー

ンツーリズム，あるいはブルーツーリズム等を中心として，県北の振興のためにやっていくんだ

ということになりまして，ご案内のとおり，今までは地方自治体の首長が充て職としてその理事

長を務めてきたところでありますが，それでは内容的にその推進が難しいということで，県の方

では，理事長は地域から選ぶということになりまして，先般その人事案件についてご相談をいた

だいたところであります。 

 それらを含めまして，いずれにしましても，この県北の中心グリーンふるさと機構の活動拠点

を常陸太田市に置くというような考え方は今も変わっておりませんので，それらを受けまして，

この役所の中で，農政課が窓口ということで，今，進めようとしておるところでございます。何

はともあれ，この県北の今，活性化のために，１つでも多くのそういうグリーンツーリズム等を

通じて，流通人口の拡大等を図っていきたいと思っているところでございます。 

○議長（生田目久夫君） 本日の一般質問はこの程度にとどめ，残りは明日の本会議で行います。 
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 以上で，本日の議事は議了いたしました。 

 次回は，明日定刻より本会議を開きます。 

 本日は，これにて散会いたします。 

午後４時１５分散会 


